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令 和 ５ 年 ９ 月 1 5 日 （ 金 曜 日 ）

午前10時０分開議

出 席 議 員（39名）

（ ）１番 下 沖 篤 史 新 生 会

（ ）２番 齊 藤 了 介 志 誠 会

（ ）３番 黒 岩 保 雄 緑 風 会

（ ）４番 永 山 敏 郎 県 民 連 合 立 憲

（ ）５番 今 村 光 雄 公 明 党 宮 崎 県 議 団

（ ）６番 工 藤 隆 久 同

（ ）７番 川 添 博 宮崎県議会自由民主党

（ ）８番 荒 神 稔 同

（ ）９番 福 田 新 一 同

（ ）10番 本 田 利 弘 同

（ ）11番 山 内 同いっとく

（ ）12番 山 口 俊 樹 同

（ ）13番 濵 砂 守 同

（ ）14番 内 田 理 佐 み や ざ き 未 来 の 会

（ ）15番 脇 谷 のりこ 親 和 会

（ ）16番 松 本 哲 也 県 民 連 合 立 憲

（ ）17番 山 内 佳菜子 同

（ ）18番 坂 本 康 郎 公 明 党 宮 崎 県 議 団

（ ）19番 西 村 賢 宮崎県議会自由民主党

（ ）20番 二 見 康 之 同

（ ）21番 後 藤 哲 朗 同

（ ）22番 山 下 寿 同

（ ）23番 野 﨑 幸 士 同

（ ）24番 佐 藤 雅 洋 同

（ ）25番 安 田 厚 生 同

（ ）26番 日 髙 利 夫 同

（ ）27番 図 師 博 規 無所属の会 チームひむか

（日本共産党宮崎県議会議員団）28番 前屋敷 恵 美

（ ）29番 井 本 英 雄 自 民 党 同 志 会

（ ）30番 岩 切 達 哉 県 民 連 合 立 憲

（ ）31番 重 松 幸次郎 公 明 党 宮 崎 県 議 団

（ ）32番 坂 口 博 美 宮崎県議会自由民主党

（ ）33番 武 田 浩 一 同

（ ）34番 山 下 博 三 同

（ ）35番 日 髙 陽 一 同

（ ）36番 丸 山 裕次郎 同

（ ）37番 中 野 一 則 同

（ ）38番 外 山 衛 同

（ ）39番 日 高 博 之 同

地方自治法第121条による出席者

知 事 河 野 俊 嗣

副 知 事 日 隈 俊 郎

副 知 事 佐 藤 弘 之

総 合 政 策 部 長 重黒木 清

政 策 調 整 監 田 中 克 尚

総 務 部 長 吉 村 達 也

危 機 管 理 統 括 監 横 山 直 樹

福 祉 保 健 部 長 川 北 正 文

環 境 森 林 部 長 殿 所 大 明

商工観光労働部長 丸 山 裕太郎

農 政 水 産 部 長 久 保 昌 広

県 土 整 備 部 長 原 口 耕 治

会 計 管 理 者 長 倉 佐知子

企 業 局 長 井 手 義 哉

病 院 局 長 村 久 人

総務部参事兼財政課長 高 妻 克 明

教 育 長 黒 木 淳一郎

警 察 本 部 長 平 居 秀 一

監 査 事 務 局 長 米 良 勝 也

人事委員会事務局長 田 村 伸 夫

事務局職員出席者

事 務 局 長 渡久山 武 志

事 務 局 次 長 鬼 川 真 治

議 事 課 長 福 島 久 大

政 策 調 査 課 長 牧 浩 一

議 事 課 長 補 佐 佐 藤 亮 子

議 事 担 当 主 幹 弓 削 知 宏

議 事 課 主 任 主 事 上 園 祐 也

議 事 課 主 任 主 事 山 本 聡
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一般質問◎

これより本日の会議を開き○日高博之副議長

ます。

本日の日程は一般質問であります。

ただいまから一般質問に入ります。

質問についての取扱いは、お手元に配付の一

般質問時間割のとおり取り運びます。〔巻末参照〕

質問の通告がありますので、順次発言を許し

ます。まず、後藤哲朗議員。

〔登壇〕（拍手） おはようご○後藤哲朗議員

ざいます。延岡市選挙区の後藤哲朗でございま

す。

前回の選挙後、思わぬ病気にかかりまして、

厳しい闘病生活をすることとなり、自分自身と

向き合う機会を十分に得ることができました。

さて、４年ぶりの質問ということもあり、感

慨深いものがございます。この間、少子高齢化

や人口減少によるマーケットの縮小、労働力の

不足といった構造的な問題の顕在化、デジタル

化、脱炭素化、自治体間の競争の激化などの潮

流の大きな時代の転換期に、議員として、県民

の皆様の地域経済・福祉向上等にいかに貢献で

きるのか、責任をひしひしと感じております。

それでは、どうかよろしくお願い申し上げま

して、一般質問に入ります。

まず初めに、知事にお尋ねいたします。

先月の７日、河野知事と熊本・大分県知事

は、国土交通省や財務省、自民党本部に、九州

の東西軸となる九州中央自動車道と、中九州横

断道路の早期全線開通を求める要望書を提出さ

れました。

関係する３県が一体となって、東西軸の重要

性を防災、経済の観点からアピールしていただ

き、その道路の必要性がより深く国にも伝わっ

ているのではないかと思います。

また、九州・山口で大規模災害があった場合

に、被災県を支援するための備えとして、「九

州・山口９県災害時応援協定」が結ばれており

ます。九州ブロックで支援が行き届かない場合

は、全国知事会による全都道府県で支援する協

定が結ばれており、広域で支援が行われる体制

が構築されております。

これらは国への要望や災害時の広域的な取組

の例ですが、宮崎県単独で取り組むよりも効果

的なものについては、隣県同士や九州が一体と

なって取り組む広域連携の取組が重要だと思っ

ており、私の過去の質問でも、主に観光関係の

取組について何度かお伺いしております。

不在の４年の間に、総合政策部に広域連携推

進室という組織もできておりました。

知事も４期目となり、九州地方知事会の中で

は、熊本県の蒲島知事に次ぐ在任期間と聞いて

おります。これからは、知事会の取組をリード

する立場であってほしいと思っております。

そこで知事に、九州が一体となった広域連携

に今後どのように取り組んでいかれるお考えな

のかお伺いいたします。

以上、壇上からの質問といたしまして、後は

質問席から行います。（拍手）〔降壇〕

〔登壇〕 おはようござ○知事（河野俊嗣君）

います。お答えします。

九州を取り巻く状況を見ますと、インバウン

ドが回復基調にあり、半導体工場が相次いで進

出する一方で、豪雨災害の激甚化・頻発化と

いった課題もあります。

このように社会経済が大きく変動している中

においては、議員御指摘のように、１つの県だ

けでなく、九州各県が強みや特性を生かして連

携し、広域的に取り組むことで、より大きな効

令和５年９月15日(金)
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果が期待できるものがあると考えております。

九州各県の連携を考えますと、全国他のブ

ロックよりは、より密な連携が図られていると

考えており、九州地方知事会、さらには経済界

と連携した九州地域戦略会議におきましては、

従来から、観光地九州のブランド力の向上、災

害応援などに取り組んできているところであり

まして、これらに、さらにデジタルの取組に一

層力を入れることで、その効果をさらに高めて

いくこととしております。

また、スポーツ面の取組では、九州全体にサ

イクリングのコースを設定しようということ、

また来月には、初めて「ツール・ド・九州」と

いうサイクリングの大会も開催することとして

おります。

議員に御指摘いただきましたように、私も期

数を重ねることによって、九州・沖縄各県の中

では２番目に長い期数の知事となりました。九

州知事会を、その議論を引っ張っていく責任も

感じているところでございます。

各県知事や経済界とも緊密に連携しながら、

九州が一つとなった取組が円滑に進むよう、力

を尽くしてまいります。以上であります。〔降壇〕

ありがとうございました。○後藤哲朗議員

「デジタルの力を加えることで広域連携の効果

をさらに高める」というお言葉もありました

が、次の質問は、交通体系等で九州が一つと

なった取組についてです。

それでは、総合政策部長にお尋ねいたしま

す。

九州地方知事会と経済界で構成されます九州

地域戦略会議は、来年の夏までに次世代移動

サービス「九州ＭａａＳ」の事業を始めること

を決められました。

費用の分担方法などの議論はこれからで、事

業化に向けての課題は多いと思われますが、今

後、参加事業者を募り、国内最大の広域サービ

スを目指す方針であります。

ＭａａＳは、一つのサービスとしての移動を

意味します。そこで、この九州ＭａａＳの概要

と期待される効果について、総合政策部長にお

伺いいたします。

ＭａａＳに○総合政策部長（重黒木 清君）

つきましては、専用のアプリを用いて、複数の

交通機関等の検索・予約・決済手続を一括で行

うサービスでありますが、九州ＭａａＳは、こ

のようなサービスを九州全域において提供する

ものでございます。

具体的には、これまでの地域内における鉄道

や路線バスに加えまして、新幹線や高速バスな

ど、県をまたぐ広域的な交通機関も含めたデジ

タルチケットの造成・販売等が可能となり、公

共交通の利用者や周遊型の観光客の増加など、

九州全体の経済活性化が期待されるところであ

ります。

現在、九州各県や交通事業者等から成る準備

会におきまして、アプリの選定作業などを行っ

ており、来年夏頃から段階的にサービスが開始

される予定でありますが、本県にとりまして

も、他県からのインバウンドの取り込みなど、

メリットのある取組でございますので、引き続

き関係機関と連携して準備を進めてまいりま

す。

他県からのインバウンドの取○後藤哲朗議員

り込みということで、本県にとってもメリット

があるようですので、しっかりと準備をしてい

ただきたいと思います。

次に、海上防災体制の整備についてお尋ねい

たします。

本県は、海岸線の長さ約400キロメートル、海
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域の面積は約２万平方キロメートルに及ぶ広大

な海域を抱えており、宮崎海上保安部及び日向

海上保安署により、この宮崎の海の安全・安心

を守っていただいているところであります。

そのような中、昨年12月、高い機動力や最新

設備を兼ね備えた新型巡視船「きりしま」が、

宮崎海上保安部に就役し、これからの活躍が期

待されるところであります。

しかしながら、この「きりしま」は、総トン

数が約200トンで、保安庁の巡視船としては小型

の部類に入り、ヘリコプターも着船できないこ

とから、海がしけた際や、長期間に及ぶ海上で

の活動のほか、ヘリコプターと連携した海難救

助などにおいて課題があります。

そこで、日本各地で発生する海難事故や激甚

化する自然災害など、近年、日本周辺海域を取

り巻く環境は厳しさを増しており、特に本県で

は、南海トラフ大地震による地震や津波の発生

により、大きな被害が想定されていることか

ら、海上防災体制の整備は喫緊の課題だと考え

ます。

そこで、海上保安庁の巡視船が防災対応で果

たす役割について、危機管理統括監にお伺いい

たします。

海上保安庁○危機管理統括監（横山直樹君）

の巡視船が防災対応で果たす役割については、

地震や津波、風水害など、様々な災害に備え、

県が策定しております宮崎県地域防災計画の中

で定められております。

具体的には、津波警報等が発表された場合の

船舶等への周知や、遭難者の救助・搬送、行方

不明者の捜索のほか、救助物資の緊急海上輸

送、排出された油の拡散防止などであります。

また、ミサイルなどの武力攻撃が見込まれる

場合は、沿岸市町や船舶等への情報伝達なども

行うこととされております。

引き続き、海上防災体制の整○後藤哲朗議員

備についてお尋ねいたします。

海上保安庁では、昨年10月に策定された新た

な国家安全保障戦略において、「海上保安能力

を大幅に強化し、体制を拡充する」という大き

な政府方針が示され、今後、海上保安庁の大型

巡視船の整備が進むことから、これら大型巡視

船の主な活動海域となる、南西方面における基

地岸壁の確保も喫緊の課題です。

そのような中、鹿児島県では今年度、6,000ト

ンクラス２隻に、3,500トンクラス１隻の大型巡

視船が新たに就役し、鹿児島海上保安部のみで

大型巡視船が10隻体制となるそうです。

本県に海上保安庁の大型巡視船を配備しても

らうためには、安定的な基地運用のために使用

する岸壁の確保に加え、燃料の供給問題など課

題はありますが、南海トラフ大地震等に備える

ためにも、大型巡視船の配備は必要と考えま

す。

そこで、大規模災害時の海上防災能力を強化

するため、大型巡視船を宮崎に配備するように

要望していくべきだと考えますが、知事に御所

見をお伺いいたします。

我が国は四方を海に囲○知事（河野俊嗣君）

まれておるわけでありまして、海上保安庁は、

海上の安全や治安の確保を図るとともに、大規

模災害時には、海難救助や人員・物資の緊急輸

送を行うなど、その果たす役割は大変重要であ

ると認識しております。

石井海上保安庁長官は、私の大学の同級生

で、鹿児島県知事と同じクラスでありまして、

先日、Ｇ７の警備に対するお礼ということで参

りましたときに、さらなる充実についてもお願

いしてきたところでございます。
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御指摘のとおり、政府方針では、令和７年度

から８年度にかけて、新たに総トン数約3,500ト

ンの大型巡視船５隻が整備されるなど、巡視船

等の大幅な増強が図られることになっておりま

す。

大型巡視船の配備に当たりましては、港湾の

整備はもとより、海上保安庁全体の総合的な船

舶の運用・調整が必要となってくると考えられ

ますことから、宮崎海上保安部など関係機関と

連携を図りながら、必要な対応を図ってまいり

ます。

よろしくお願いいたします。○後藤哲朗議員

次に、中山間地域振興についてお尋ねいたし

ます。

過疎法に基づく過疎地域、過疎地域と同程度

の人口減少が生じている地域などでは、事業者

単位で見ると年間を通じた仕事がない、安定的

な雇用環境、一定の給与水準を確保できないな

どの課題があります。

そのような中、地域の仕事を組み合わせて、

年間を通じた仕事を創出する特定地域づくり事

業協同組合制度の活用は、効果が高いものと考

えますが、県内の特定地域づくり事業協同組合

の設立状況について、総合政策部長にお伺いい

たします。

特定地域づ○総合政策部長（重黒木 清君）

くり事業協同組合は、過疎地域などにおいて、

人手不足に悩む複数の事業者が組合を設立し、

主に県外から採用した職員を、季節ごとに複数

の仕事に従事するマルチワーカーとして、各事

業者へ派遣するものであります。

県内の状況につきましては、今年１月に県内

で初めて設立された２つの組合、日南市の「Ａ

Ｃにちなん事業協同組合」と諸塚村の「協同組

合もろつかわーく」があり、派遣職員が、農業

や宿泊業、福祉事業などに従事しております。

このほかにも、複数の市町村で設立に向けた

検討が始まっており、中でも椎葉村は、今年度

中の事業開始に向けまして、８月に設立総会を

開催するなど、具体的な手続を進めているとこ

ろであります。

引き続きお尋ねいたします。○後藤哲朗議員

特定地域づくり事業協同組合制度は、移住・

定住の促進にも有効と考えますが、総合政策部

長に御所見をお伺いいたします。

特定地域づ○総合政策部長（重黒木 清君）

くり事業協同組合制度は、人手不足解消の一助

となることに加え、地方での暮らしを希望する

都市部の方々など、働く側にとっても、安定し

た雇用条件の下、様々な業務を経験しながら、

地域の実情を学ぶことができるメリットがあり

ます。

実際に、県内で先行する２つの組合では、こ

れまでに採用した職員７名全員が県外からの移

住者であり、そのうち２名は派遣先に正式採用

されるなど、移住・定住の促進にも効果が期待

できるところであります。

こうしたことから、県としましては、引き続

き、市町村や地域の事業者に対して、制度の周

知と理解促進に努めるとともに、組合設立に向

けた動きを積極的に支援してまいります。

総合政策部長、この制度は、○後藤哲朗議員

人手不足に悩む事業者と地方への移住希望者、

そして人口減少に悩む地域のいずれにもプラス

になる、まさに「三方よし」の制度であると思

いますので、ぜひその推進に御尽力いただきた

いと思います。

続きまして、祖母・傾・大崩ユネスコエコ

パークについてお尋ねいたします。

2017年６月に、祖母・傾・大崩ユネスコエコ

- 121 -



令和５年９月15日(金)

パークが登録されました。このユネスコエコ

パークの特徴は、急峻な山岳地形と美しい渓

谷、幅広い植生と希少性、豊かな自然の保全と

活用であります。

そこで、これまでの祖母・傾・大崩ユネスコ

エコパークへの取組について、総合政策部長に

お伺いいたします。

祖母・傾・○総合政策部長（重黒木 清君）

大崩ユネスコエコパークにつきましては、平

成29年の登録以降、宮崎、大分両県と関係６市

町による協議会を中心として、様々な啓発活動

や魅力発信に取り組んでまいりました。

具体的には、北川湿原や五ヶ所高原など、貴

重な生態系の調査に加え、高校生による登山道

整備や小学生の交流キャンプ、ロッククライミ

ングやトレッキングなど、地域活性化につなが

る取組も進めているところであります。

このような中、来年度は、国内10か所で構成

する「日本ユネスコエコパークネットワーク」

の現地研修・交流会等を開催する予定であり、

関係者間で情報の収集や共有を図りつつ、祖母

・傾・大崩ユネスコエコパークの魅力を広く発

信していきたいと考えております。

今後とも、地元市町や関係団体等と連携し、

ユネスコエコパークが目的とする「自然と人間

社会の共生」を目指しながら、地域振興を図っ

てまいります。

このたび、延岡市では、エコ○後藤哲朗議員

パークの保存機能、学術的研究支援、経済と社

会の発展という３つの機能が相互に強化される

関係を維持することと併せ、多くの観光客を呼

び込むとともに、エコパークを身近に体感でき

るよう、北方地域ユネスコエコパーク拠点施設

整備構想を策定いたしました。

準拠点施設に位置づける旧下鹿川小学校を、

登山やロッククライミングなど、アウトドアス

ポーツ等の体験拠点としての機能を併せ持った

宿泊型滞在施設に改修します。非常に地元の期

待も高いので、今後とも、地元市町や関係団体

と連携した地域活性化の取組をよろしくお願い

いたします。

引き続き、ユネスコエコパークの関連とし

て、県土整備部長にお尋ねいたします。

質問の前に、延岡市でのありがたい光景を述

べさせてください。

７月22日、まつりのべおか、出会い神輿とば

んば総踊りが、天候にも恵まれ、コロナ５類移

行ということもあり、大盛況のうちに開催され

ました。私もみこしのほうに参加いたしまし

た。

このみこしは、幾つかのグループごとに担ぐ

順番を決めております。その中に、県延岡土木

事務所の職員さんたち15名が参加されていまし

た。地域に溶け込もうとする姿勢と元気な担ぎ

ぶりには、感謝感激でありました。ありがとう

ございました。

それでは、エコパーク関連の質問に戻りま

す。

このエコパークの魅力の一つに、大崩山とい

う、登山家の間では一度は挑戦してみたいとい

う人気の山があります。この山の正式な登山口

は２か所あります。ただし、この登山口までの

県道２路線が、申し訳ありませんが、不人気で

あります。

先日、北方総合支所を訪問し、エコパークの

取組についてヒアリングしてまいりましたが、

この２路線の整備要望がほとんどでした。

そこで、県道上祝子綱の瀬線と県道岩戸延岡

線の整備状況について、県土整備部長にお伺い

いたします。
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県道上祝子綱○県土整備部長（原口耕治君）

の瀬線につきましては、下鹿川工区において、

見通しが悪く、離合が困難な12か所で、部分的

な拡幅などを進めてきており、これまでに４か

所が完成しております。

また、今年度から、下鹿川工区に続く片内工

区におきましても、整備に着手したところであ

ります。

次に、県道岩戸延岡線につきましては、幅員

が狭く、通行の支障となっております黒岩小中

学校付近の930メートル区間で、歩道整備を伴う

拡幅工事を進めており、これまでに約510メート

ルが完成しております。

さらに、今年度から、この区間に続く桑平橋

までの450メートル区間の整備に着手したところ

であります。

今後も引き続き、予算の確保に努め、必要な

整備を行ってまいります。

部長、よろしくお願いいたし○後藤哲朗議員

ます。

次に、福祉行政全般についてお尋ねいたしま

す。

本日９月15日は、私も対象である「老人の

日」であります。「国民が老人福祉についての

関心や理解を深めること」「高齢者が自身の生

活の向上に努めるように促すこと」「高齢者福

祉などの啓発を呼びかける日」などを目的とし

た日です。

県内の老人クラブ「さんさんクラブ宮崎」で

は、生きがいや健康づくりなど、高齢者自身の

生活を豊かにする活動や、環境美化活動など地

域を豊かにする社会活動に積極的に取り組んで

おられ、シニアパワーを生かした社会活動を実

践されています。地域の高齢者福祉にとっても

重要なクラブだと考えています。

そこで、老人クラブの会員数と加入率など、

現状について、福祉保健部長にお伺いいたしま

す。

県内の老人ク○福祉保健部長（川北正文君）

ラブは、令和５年３月末時点で901クラブ、会員

数は３万2,216名となっており、３年前の令和２

年３月末時点と比較して、クラブ数が97、会員

数が6,171名減少しております。

また、60歳以上の人口に対する加入率の推移

では、令和２年には9.7％でありましたが、令和

５年には7.6％に低下しております。

加入率低下の理由といたしましては、定年延

長による就労継続やライフスタイルの変化など

が影響しているものと思われます。

次に、高齢者の生きがいや健○後藤哲朗議員

康づくりなどに重要な役割を担う老人クラブの

活動の活性化を図っていくことが必要と考えま

すが、県の見解について、福祉保健部長にお伺

いいたします。

老人クラブ○福祉保健部長（川北正文君）

は、地域を基盤とする高齢者の自主的な組織で

あり、高齢者の生きがいや健康づくりだけでな

く、介護予防と相互支援という観点からも、そ

の役割が期待されております。

これまで県では、老人クラブが行う見守り活

動や介護予防活動などに対して助成しておりま

すが、昨年度からは、新規会員獲得や健康づく

り・介護予防を目的として、県老人クラブ連合

会が新たに実施している「ｅスポーツ・ニュー

スポーツ体験交流会」にも助成を行っておりま

す。

県といたしましては、引き続き、市町村や県

連合会と連携し、地域社会を支える重要な担い

手である老人クラブの活動活性化を支援してま

いります。
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次に、発達が気になる子供た○後藤哲朗議員

ちへの対応についてお尋ねいたします。

「発達が気になる子」と聞きますと、「病気

や障がいのある子」と捉えがちですが、「発達

が気になる子、配慮を要する子」とは、「関わ

り方が分からない子」と考えられています。

病気や障がいが原因とは限らず、家庭環境や

保護者との関わり、その子自身の生活や発達の

バランスなど、いろんな要因が基となると思い

ます。その要因によって、子供たちの間に差が

できてしまい、周囲にとっても気になる存在と

なっていくものと思います。

気になる子とは、私は、発達障がいの診断を

されていないけれども、個別に支援が必要な子

供さんのことと考えます。

こうした「発達の気になる子供」は、障がい

の診断がないゆえに、周囲が気づきにくく、療

育など様々な支援の手も届きにくい状況にある

のだと考えています。

そこで、「発達が気になる子供」に対し、個

別の支援をどのように行っているのか、県の取

組について、福祉保健部長にお伺いいたしま

す。

障がいの傾向○福祉保健部長（川北正文君）

はあるが、診断にまで至らない、いわゆる「発

達が気になる子供」につきましては、障がい児

と同様、早い段階で、特性に応じた個別の支援

につなげていくことが重要であります。

このため県では、「そうだんサポートセン

ター」を県内10か所に設け、宮崎市設置の３か

所とも連携しながら、障害者手帳を所持してい

ない子供についても、身近な地域で相談や訓練

等を受けられるよう、巡回訪問や外来療育によ

る支援を行っております。

また、こうした子供が日常生活を送る上で

は、周囲の大人が理解を深め、その特性を受け

入れていくことが重要であり、保護者向けセミ

ナーの開催やペアレントメンターの活用によ

り、理解促進を図るとともに、早期支援の重要

性を啓発してまいります。

引き続きお尋ねいたします。○後藤哲朗議員

このような発達が気になる子は、幼稚園・保

育園において、他の園児よりもうまくコミュニ

ケーションが取れなかったり、落ち着きがな

かったりといった、気になる行動が見られる傾

向にあるのではと思います。

保育園や幼稚園の子供たちでいえば、その子

が伸びる可能性のある環境の中、知識や技術の

ある優しい意欲的な保育士・教諭がいる、子供

たちの輪に入れる、適切な環境の中で過ごせる

ことが重要と思いますが、保育士数が足りな

い、療育支援の余裕がないというのが現状と考

えられます。

そこで、発達が気になる子供への対応につい

て、幼稚園や保育所に対し、どのような支援を

行っているのか、福祉保健部長に県としての取

組についてお伺いいたします。

発達障がいな○福祉保健部長（川北正文君）

ど、特別な配慮を要する子供の教育・保育に当

たっては、障がいの程度や特性に応じたきめ細

かな対応が重要であります。

このため県では、毎年実施する「保育士等

キャリアアップ研修」のカリキュラムとして、

障がい児保育分野に関する研修を行い、現場で

子供の対応に当たる保育従事者の専門的知識や

技術の向上を図っております。

また、保護者を支援するため、その支援手法

を学ぶ「ペアレント・トレーナー養成講座」を

開催し、各施設内に指導者を養成しているほ

か、県の幼児教育スーパーバイザーを各施設に
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派遣し、園内研修を実施するなど、実態に応じ

た支援を行っております。

こうした取組を通じ、今後とも、保育従事者

の資質向上や人材育成に取り組んでまいりま

す。

次に、地域福祉の推進につい○後藤哲朗議員

てお尋ねいたします。

令和３年３月に策定されました県の地域福祉

支援計画（第４期計画）では、「ともに支え合

い、自分らしく活躍できる、地域共生社会の実

現」という基本理念の下、様々な福祉課題に対

応した施策の方向性を示されています。

その中で、施策の展開として、「地域共生社

会の実現に向けた体制づくり」「地域共生社会

を支える多様な担い手づくり」「ともに支え合

い、助け合う地域づくり」の３つの基本目標を

掲げております。

その中の「地域共生社会の実現に向けた体制

づくり」では、地域共生社会の意識醸成、包括

的な支援体制の整備、住民参加で進める地域福

祉活動の推進、市町村地域福祉計画の推進支援

を大きな柱と位置づけています。

この地域福祉支援計画策定後に、社会福祉法

に基づく新たな事業、重層的支援体制整備事業

が国において創設されました。

これは、市町村において、既存の相談支援等

の取組を生かしつつ、地域住民の複雑化・複合

化した支援ニーズに対応する包括的な支援体制

を構築するため、相談支援、参加支援、地域づ

くりに向けた支援を一体的に実施する事業だと

考えます。

そこで、市町村がこの重層的支援体制整備事

業に取り組む意義について、福祉保健部長にお

伺いいたします。

重層的支援体○福祉保健部長（川北正文君）

制整備事業は、複雑化・複合化した地域の支援

ニーズに対して、市町村が多様な主体と連携し

ながら、包括的な支援体制を構築するため取り

組むものであります。

本事業の実施により、例えば、80歳代を迎え

た親が、ひきこもり状態の50歳代の子を世話す

る、いわゆる8050問題といった複合的な課題を

抱えた世帯に対して、高齢、障がい、生活困窮

といった分野を超えて、より包括的できめ細か

な支援をすることが可能になります。

さらに、本事業は自由度が高く、地域の実情

に合った取組が可能であるため、市町村の創意

工夫でより高い効果が期待できるものと考えて

おります。

それでは、次に、重層的支援○後藤哲朗議員

体制整備事業に関する県の取組について、福祉

保健部長にお伺いいたします。

重層的支援体○福祉保健部長（川北正文君）

制整備事業では、県は実施主体である市町村を

後方支援する役割を担っております。

県ではこれまで、市町村等の職員に対し、事

業の枠組みや全国の先進事例を紹介する研修を

実施するとともに、事業の中核を担う市町村社

会福祉協議会職員や地域の活動団体の方々を、

地域福祉コーディネーターとして養成するなど

の支援に取り組んでおります。

また、今年度からは、事業の対象となる世帯

を継続して訪問支援するアウトリーチや、支援

を行う様々な関係機関の調整に必要な経費など

について、その一部を県で負担しております。

今後とも、市町村が円滑かつ効果的に本事業

に取り組めるよう支援してまいります。

それでは、地域福祉の推進の○後藤哲朗議員

ためには、県民一人一人の暮らしと生きがい、

地域を共につくっていく社会を目指す「地域共
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生社会の実現」に取り組んでいく必要があると

考えますが、知事の御認識をお伺いいたしま

す。

県民の皆様が安心して○知事（河野俊嗣君）

幸せに暮らせる社会を築く上で、福祉の充実は

その根幹をなすものと考えております。

社会環境が大きく変化する中で、従来からあ

ります高齢、障がい、貧困などの課題に加え、

近年ではヤングケアラーやひきこもりなど、地

域の福祉課題が複雑化、複合化しております。

個別の施策だけでは対応できないケースも出て

きており、より柔軟な発想や支援体制が求めら

れていると考えております。

そのため、議員御指摘のとおり、様々な福祉

課題を包括的に捉え、従来の枠を超えて一体的

に取り組むとともに、行政だけでなく、地域住

民も含め多様な主体が参画し、人と人が世代や

分野を超えてつながり、地域を共につくってい

く「地域共生社会の実現」が極めて重要であ

り、そのための取組をさらに推進していく必要

があると考えております。

引き続き、市町村や関係機関と一体となっ

て、県民福祉の充実に向けてしっかり取り組ん

でまいります。

ありがとうございました。本○後藤哲朗議員

当によろしくお願いいたします。

続きまして、企業成長促進プラットフォーム

について、お尋ねいたします。

宮崎県総合計画アクションプランでは、本年

度から４年間に重点的・優先的に取り組む５つ

の重点プログラムを設定しております。その中

で、「力強い産業の創出・地域経済の活性化」

を掲げております。項目として、産業を支える

多様な人材の確保・育成、新産業の創出と地域

経済の活性化、稼げる農林水産業への成長促進

を主な内容としています。

県ではこれまでに、産・学・金・労・官、13

機関で構成する「企業成長促進プラットフォー

ム」を立ち上げ、県内経済の循環拡大や雇用の

貢献等、中核企業として成長が期待できる企業

である成長期待企業を支援していると思います

が、その支援の成果について、商工観光労働部

長にお伺いいたします。

議員の○商工観光労働部長（丸山裕太郎君）

お話にありました企業成長促進プラットフォー

ムでは、県外からの外貨獲得や県内経済の循環

拡大、雇用への貢献など、将来、中核企業とし

て成長が期待できる企業を「成長期待企業」と

して、平成28年度より支援を実施しておりま

す。

これまでの成果でありますが、一定の支援を

終えた22社の中で、３社が売上高30億円を超

え、中核企業へと成長したほか、そのうち１社

は株式上場を果たしております。

また、認定前の状況と支援後の状況を比較し

ますと、売上高の合計は、認定前の207億円か

ら253億円へ、およそ46億円増加するとともに、

新規雇用を413名創出しております。

私は、この支援の成果につい○後藤哲朗議員

ては、高く評価させていただいております。

そこで、新型コロナウイルスなど経営環境が

目まぐるしく変化している中でも、成長期待企

業等の中核企業には良質の雇用の創出を期待し

ていますが、県として、今後、中核企業の育成

に向けて、どのように取り組んでいかれるの

か、知事にお伺いいたします。

ただいまの部長答弁の○知事（河野俊嗣君）

ように、成長期待企業については一定の成果が

現れているところでありますが、今回のコロナ

禍を経験する中で、厳しい環境の変化にも柔軟
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に対応できる企業を育成することの重要性を改

めて認識したところであります。

このため、県におきましては、令和４年度か

ら、環境の変化に柔軟に対応しながら、新たな

ビジネスモデルの実現に向けて積極的に挑戦

し、また県内経済の牽引が期待できる企業を

「宮崎県次世代リーディング企業」として認定

し、コーディネーター等による集中的な支援を

行っているところであります。

中小企業には、人口減少・少子高齢化の進行

や脱炭素社会に向けての対応など、今後、様々

な環境変化への対応が求められることとなりま

す。

県といたしましては、宮崎県産業振興機構を

はじめ、関係機関と連携を図りながら、本県経

済の中核を担う、良質で安定した雇用の創出が

できる企業の育成支援に、引き続き取り組んで

まいります。

次に、「スポーツランドみや○後藤哲朗議員

ざき」の推進についてお尋ねいたします。

新しい県体育館「アスリートタウン延岡ア

リーナ」のサブアリーナの供用開始のセレモ

ニーが、先月の20日に執り行われました。

ネーミングライツのスポンサー企業の御挨拶

の中で、令和７年12月完成予定のメインアリー

ナが「スポーツランドみやざき」の全県下展開

の県北の拠点となり得るように、大いに期待

し、応援したい旨のありがたいお言葉をいただ

きました。

そこで知事に、「スポーツランドみやざき」

の全県化の推進に向けて、新体育館をどのよう

に活用されるお考えなのかお伺いいたします。

新宮崎県体育館「アス○知事（河野俊嗣君）

リートタウン延岡アリーナ」につきましては、

先日、私もサブアリーナのオープニングセレモ

ニーに出席したところであります。

県産材がふんだんに使用され、木の温かみが

感じられる内装、すばらしい施設であります

し、その中で、車椅子バスケットボールや新体

操などのアスリートが躍動する姿を目の当たり

にして、その完成を大変うれしく思ったところ

であります。

令和７年12月に完成予定のメインアリーナ

は、サブアリーナが約500席でありますが、観客

席を約4,000席に、そのような形で整備されるわ

けでありまして、バレーやバスケットの公式戦

をはじめ、トップアスリートも利用できる高水

準の仕様を備えた施設となる予定であります。

これらの施設は、今後、屋内競技の大会等を

県北に誘致するための重要な拠点となるもので

あります。また、スポーツを中心にしながら

も、体育館は、イベント、またコンサート、そ

ういった多目的での利用というものも大変楽し

みであります。

県としましては、今回進めております「ス

ポーツ観光プロジェクト」におきまして、まず

は地元延岡市を中心として、市町村、そして競

技団体等と一層の連携を図りながら、この施設

を活用した屋内競技のキャンプ・合宿や、国際

大会の誘致・受入れを図るなど、「スポーツラ

ンドみやざき」の全県化に取り組んでまいりま

す。

引き続き、「スポーツランド○後藤哲朗議員

みやざき」に関連してお尋ねいたします。

国民スポーツ大会では、延岡市では、水泳

（オープンウォータースイミング）が開催され

ます。会場は、日豊海岸国定公園内の須美江海

岸の湾内です。この須美江海岸は、環境省が選

定する「快水浴場百選」や「日本の水浴場88

選」にも選ばれている名所です。
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このたびのオープンウォータースイミング大

会開催は、リハーサル大会、本大会、大会後、

そして大会の機運醸成と大会の成功に向け、ま

た、リハーサル大会前のプレ大会の開催に向け

て、盛り上がろうとしております。

この大会は、日向市のサーフィンと同様に、

自然のすばらしい海を生かしたアウトドアス

ポーツの観光への可能性があります。

今回、県が立ち上げた「スポーツ観光プロ

ジェクト」では、スポーツ環境日本一を目指

し、キャンプ・合宿や大会を誘致するための体

制強化をはじめ、スポーツ施設の戦略的・計画

的な整備や市町村との連携強化を柱に、各施策

を構築すると伺っております。

そこで、オープンウォータースイミング大会

のような地域の特色のあるイベント大会を、

「スポーツ観光プロジェクト」の中でどのよう

に位置づけていかれるのか、商工観光労働部長

にお伺いいたします。

地域の○商工観光労働部長（丸山裕太郎君）

特色あるスポーツイベントや大会は、経済効果

はもとより、地域の魅力発信や活力づくりに寄

与するものであり、今回の「スポーツ観光プロ

ジェクト」では、県内全域のスポーツ環境の充

実を柱の一つに位置づけ、市町村による地域の

魅力の掘り起こしや磨き上げを支援してまいり

たいと考えております。

現在、県北地域では、日向市での様々なサー

フィン大会や、「ゴールデンゲームズｉｎのべ

おか」「レッドブル・クリフダイビング高千穂

大会」などが盛んに開催されております。

今後、お話にありましたオープンウォーター

スイミング大会のような特色あるイベントや大

会が、これまで以上に開催されるよう、市町村

等と連携を図りながら、「スポーツ観光プロ

ジェクト」を推進してまいります。

よろしくお願いいたします。○後藤哲朗議員

次に、農業水利施設についてお尋ねいたしま

す。

本県の土地改良施設は、昭和初期に造られた

ものや、昭和40年代の高度経済成長期に集中し

て整備されたものが大半を占め、老朽化に伴う

機能の低下が進んでおり、今後、営農への影響

が懸念されています。

中でも、農業水利施設に至っては、地域住民

の多くが農家だった頃は、農業を行いながら施

設を整備することで、地域の水環境を保全する

ことができました。

しかし、現在は、農家の数が減り、非農家の

数が圧倒的に多くなっています。非農家は、地

域環境の整備を少なくなった農家に依存してい

る状況なのです。今こそ農業水利施設につい

て、流域の水環境を支える施設なのだから、地

域で管理するという捉え方が必要なのではとい

う思いがあります。

そこで、農業水利施設の保全管理の現状につ

いて、農政水産部長にお伺いいたします。

県内の農業水○農政水産部長（久保昌広君）

利施設は、延長１万2,000キロメートルを超える

用排水路をはじめ、655か所の農業用ため池

や、1,235か所の頭首工などが活用されておりま

すが、その多くが昭和40年代の高度経済成長期

に整備・改築され、経年劣化等により施設の老

朽化が進んでおります。

また、施設を管理する土地改良区や水利組合

は、日常点検や水路の泥上げなどを適時行って

おりますが、農業者が急速に減少、高齢化して

いることから、今後の保全管理が十分に行えな

くなるおそれがあり、早急に対策を講じる必要

があると考えております。
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引き続きお尋ねいたします。○後藤哲朗議員

昨年５月、愛知県豊田市にある取水施設「明

治用水頭首工」で大規模な漏水が発生しまし

た。

近年は、全国で年間1,000件を超える突発事

故、災害以外の原因による施設機能の損失が発

生し、その８割が老朽化が原因とされていま

す。さらに、災害などで損壊した場合は、周辺

地域に大きな被害をもたらす可能性がありま

す。

また、水田は、地下水の涵養や雨水貯留など

を通じ、下流域を支えております。近年は、洪

水発生時に田んぼダムとして、水を一時的に貯

留することが期待されています。

そこで、今後の農業水利施設の長寿命化に対

する県の考え方について、農政水産部長にお伺

いいたします。

本県の農業の○農政水産部長（久保昌広君）

持続的な発展を図っていくためには、農業水利

施設を適切に管理し、機能を維持していくこと

が大変重要であると認識しております。

このため、平成31年３月に改訂した「宮崎県

農業水利施設ストックマネジメント対策基本方

針」に基づきまして、適時適切に補修や更新等

の対策工事を進めております。

また、施設の軽微な補修等を行う多面的機能

支払制度を活用し、地域住民との共同活動によ

る保全管理も推進しております。

県といたしましては、引き続き、関係機関と

連携しながら、計画的な施設の長寿命化対策を

図ってまいります。

続きまして、県土整備行政、○後藤哲朗議員

流域治水についてお尋ねいたします。

流域治水とは、気候変動の影響による水災害

の激甚化・頻発化等を踏まえ、堤防の整備、ダ

ムの再生などの対策をより一層加速するととも

に、集水域（雨水が河川に流入する地域）から

氾濫域（河川等の氾濫により浸水が想定される

地域）にわたる、流域に関わるあらゆる関係者

が協働して、水災害対策を行う考え方でありま

す。

県では、流域の関係者で構成する協議会を県

内58水系全てにおいて設置しており、流域全体

で実施すべき治水対策の全体像、流域治水プロ

ジェクトを策定・公表し、流域治水を推進する

取組を行っております。

そこで、五ヶ瀬川水系流域治水プロジェクト

の今後の展開について、県土整備部長にお伺い

いたします。

五ヶ瀬川水系○県土整備部長（原口耕治君）

につきましては、令和２年度に流域治水プロ

ジェクトを策定し、河川掘削やダムの事前放流

などの対策を推進しているところであります。

現在、国においては、気候変動の影響によ

り、2040年頃には、降雨量が約1.1倍に増加する

と見込まれることから、全国の一級水系で、流

域治水の取組をさらに加速化、深化させる「流

域治水プロジェクト2.0」を策定していくことと

しております。

五ヶ瀬川水系では、令和３年度に国が先行し

て見直した河川整備基本方針を踏まえ、プロ

ジェクト2.0についても、関係機関が一体となっ

て、今年度中の策定に向け、必要な追加対策の

設定等について検討を進めております。

今後とも、国や関係自治体等と連携を図りな

がら、治水対策のさらなる強化に取り組んでま

いります。

今お話にありました「流域治○後藤哲朗議員

水プロジェクト2.0」、まさしくこれはバージョ

ンアップだと私は思います。
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昨年の台風第14号では、五ヶ瀬川流域におい

て家屋の浸水被害が発生いたしました。今後と

も治水対策のさらなる強化への取組をよろしく

お願いいたします。

続きまして、教育行政についてお尋ねいたし

ます。

延岡市では、今月の１日から、不登校児童生

徒向けのオンライン学習支援をスタートいたし

ました。児童生徒は自宅で学校貸与のタブレッ

ト端末を使って学習し、参加日は学校長の判断

で「出席扱い」とすることも可能となりまし

た。

市は、「学校に来づらくても、子供たちが

ずっと社会とつながり続けることを実現するこ

とで、誰一人取り残さないことを実現すること

を目指す」としています。

不登校の小学生、中学生が大幅に増加してお

り、危機感を抱いた市教委は、先進自治体の視

察などを重ねて準備、今年度からは、誰一人取

り残さない「新たな学びのフィールド」構築事

業として、カリキュラムの作成などを行ってき

たとのことです。

この例にありますように、ＩＣＴを活用した

学習支援など、居場所づくりも含め、不登校の

子供たちの学びの選択肢を増やす取組が必要だ

と考えます。

そこで、各市町村においても、不登校支援と

して、これまで適応指導教室の設置などの取組

が行われてきたと思いますが、現在の取組な

ど、義務教育における不登校の子供たちの支援

について、県内の状況を教育長にお伺いいたし

ます。

義務教育における○教育長（黒木淳一郎君）

不登校児童生徒に対しましては、これまで、段

階的に学校に通えるよう、教育支援センター、

いわゆる今議員のほうから御指摘のありました

ような適応指導教室を校外に設け、一人一人の

実態に合わせた学習指導や、社会とのつながり

を持つための社会体験等を支援してまいりまし

た。

一方で、新たに校内の空き教室を利用して、

専任の支援員等を配置する校内教育支援セン

ターの設置が市町において進んでおり、そこで

は、自分に合ったペースで学習・生活できる環

境が校内にも整えられようとしております。

今後とも、国の動向を注視し、それぞれの実

態に応じた体制の整備を各市町村に支援してま

いります。

最後に、教育長にお尋ねいた○後藤哲朗議員

します。

オンラインでの学習支援など、児童生徒は１

人１台の端末を含め、ネット環境の中で生活し

ている状況であり、家庭も含めＩＣＴの活用が

当たり前、日常的なものとなる環境が整ってき

ます。

そこで、ネット社会で生活していく子供たち

にとって、情報モラルは非常に重要だと考えら

れますが、情報モラル教育についての県の取組

について、教育長にお伺いいたします。

県教育委員会では○教育長（黒木淳一郎君）

これまで、情報モラルに関するリーフレットの

作成や、学校へのＩＴ専門家の派遣等に取り組

んでまいりました。

また昨年度は、モデル校を指定し、情報モラ

ル教育の研究と授業公開を行い、ＳＮＳ等にお

ける正しい情報の見極め方や、言葉の感じ方が

人によって異なること等について分かりやすく

学べる教材、「ＧＩＧＡワークブックみやざ

き」を小学生向けと中高生向けに分けて作成

し、県内の公立学校に配付いたしました。
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さらに今年度から、リーフレットを私立学校

も含めた県内全ての児童生徒を対象に、毎月

テーマを変えて配付するとともに、ＩＴ専門家

に加え、学校の現状に精通した事務局職員を派

遣する等、取組の充実を進めているところであ

ります。

それぞれに御答弁をありがと○後藤哲朗議員

うございました。

若干というか大分時間がありますので、一点

感想を述べさせてください。

それは、海上防災能力の強化のための大型巡

視船の配備の件であります。

先月の29日、防災減災・県土強靱化対策特別

委員会で、宮崎海上保安部を視察先として訪問

いたしました。その際に、宮崎海上保安部長の

貴重な体験談や思いを聞くことができました。

それは、東北大震災を経験され、福島沖での

大型巡視船で被災者の救出、そして長期にわた

り捜索任務に当たったときのことであり、その

任務を通して感じられたのが、南海トラフ巨大

地震の被害が想定される宮崎沖での海上防災体

制の整備の必要性とのことでありました。

まさしく現場の声、体験からの進言だったよ

うな気がいたします。被害がないことが一番で

はありますが、「備えあれば憂いなし」であり

ます。今回、質問もさせていただきましたが、

南海トラフ巨大地震への備えという意味で、大

型巡視船の配備は、宮崎沖での海上防災体制が

強化されることになると考えます。

以上で一般質問を終わります。ありがとうご

ざいました。（拍手）

次は、齊藤了介議員。○日高博之副議長

〔登壇〕（拍手） 志誠会の齊○齊藤了介議員

藤了介でございます。

宮崎県議会議場で質問させていただくのは、

初めての機会であります。４月30日に任期をい

ただきまして、いろんな方から「齊藤さん、県

議会ってどんなね。市議会と違うね」とたくさ

ん聞かれました。そのたびに私が答えているの

が、私がこれまで県議会を認識していたのと、

実際に議員になって仕事をしたときに、全く違

うということを県民の方にお伝えしました。

といいますのが、私も市議時代、宮崎県庁は

すぐ近くだったんですけれども、そんなに市議

会の仕事と県の仕事というのは、同じ行政です

から、違いはないだろうと思っていました。

しかし、常任委員会、特別委員会でいろんな

話を聞いたり、それから県内の施設を訪問した

り、そういう中で、自分が知らないこと、県と

いう行政が行っていることの大きさだとか、何

よりも県庁という巨大な組織にたくさんの職員

がいらっしゃって様々な事業を行っているとい

うこと、さきの代表質問、そして先ほどの一般

質問、６月議会もそうですけれども、先輩議員

たちと違って、やはりいろんなことを勉強しな

くちゃいけないなと、本当に反省しているとこ

ろです。

今回、基本的な質問で、どうか先輩議員にお

かれましては、温かい心でお聞きいただけると

幸いでございます。

それでは、質問に入らせていただきます。

まず、県と市町村の関係についてお伺いいた

します。

総務省官僚として、国の立場から地方自治に

従事され、宮崎県の総務部長、副知事、そして

知事を務める中で、知事が理想とされる宮崎県

づくりのために、県と市町村の関係はどうある

べきか、そのお考えをお伺いいたします。

以上で壇上からの質問を終わり、以後は質問

者席から行わせていただきます。（拍手）〔降壇〕
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〔登壇〕 お答えしま○知事（河野俊嗣君）

す。

県と市町村の関係におきまして、基礎自治体

である市町村には、住民に身近な行政サービス

の提供、そして広域自治体である県には、市町

村間の連携・調整や補完、広域での総合的な施

策の推進が求められております。それぞれの役

割と責任をしっかりと果たしていく必要がある

と考えております。

私はこれまで、国の役所、さらには各県の県

庁、そして市役所、それぞれで地方行政を経験

してまいりました。それを踏まえると、国・

県、市町村が適切な役割分担の下に力を合わせ

ていくことは極めて重要であるということ、ま

た、課題解決のヒントは現場にあるという信念

に基づきまして、一貫して徹底した現場主義で

取り組んでまいりました。

県が抱える様々な課題の解決、また県政のさ

らなる発展のためには、住民に最も身近な現場

で行政を担う市町村と十分な意思疎通を図り、

協働して各種施策を進めていくことが重要であ

ると考えております。以上であります。〔降壇〕

今、知事がおっしゃった現場○齊藤了介議員

主義ということなんですけれども、実は私も会

社勤めが結構長くて、そのときも、結構上司の

方から現場をとにかく大事にしろということを

言われましたので、そのお考えには本当に賛同

する者の一人であります。

今回、質問するに当たりまして、改めて県議

会という組織のすごさを感じたのが図書室で

す。図書室の蔵書が、やはり市議会の図書室と

比べると本当に数も多いですし、そして司書の

方がいらっしゃって、いろいろと投げかけた質

問に関して資料を出していただける。だから、

我々議員にとっても、働きやすい環境が整って

いるなということをすごく感じました。

その司書の方から準備していただいた資料

で、「地方自治法基本解説 第８版」というのを

ちょっと拝見しました。そこに、今知事が御答

弁になられましたような、県の仕事ということ

が書かれていました。

「都道府県は、市町村を包括するものとされ

ています。これは、都道府県の区域は、これに

含まれる市町村の区域の全部を合わせたもので

あるという意味であって、都道府県が市町村の

上位に立つ地方公共団体であることを意味する

ものではありません」ということです。

あと、都道府県と市町村の関係の中で、「現

在の社会生活の進展は、住民の日常生活圏の拡

大をもたらし、市町村の区域や都道府県の区域

を超えた事務の処理を要請するようになってお

り、地方公共団体の間での協力が求められてい

ます」と、また「地方公共団体の協力・協働に

よる事務の処理は、事務の効率化や、単独で処

理することが困難な事務への対応といったこと

からも必要とされるようになっています」と記

載がされていました。

続きまして、次の質問に移ります。

市町村は、農林水産、商工、観光、福祉、教

育、防災と、様々な分野において各施策に取り

組んでおり、同様に県も各施策に取り組んでい

るものの中には、効率化を図れるものや、さら

に連携を強化すべきものがあると考えます。県

と市町村の間の課題解決のための議論の場があ

るのか。

また、宮崎市議時代に、県が関係する案件

で、時折、市の職員の方から県に対する不満を

耳にしてきました。

これは様々な事情があると思いますので、大

切なことは、県と26の市町村の首長や職員が常
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にコミュニケーションを取り、そしてお互いの

立場を理解し合いながら、一つになって本県の

発展のために行政の仕事を進めていくことだと

私は考えます。

そこで、本県のリーダーとして、河野知事は

どのようにして県と市町村間で課題解決に取り

組まれているのか、お考えをお伺いします。

先ほどの答弁で申し上○知事（河野俊嗣君）

げましたように、私はある市役所で勤務したこ

とがあります。そのときに、県庁と仕事したと

きに、その県がとても偉そうだったという印象

を受けております。それじゃいかんと、今御指

摘がありましたように、上下関係ということで

はなしに、対等・協力であると。様々な政策課

題について互いの役割を理解し、施策の目的や

進め方について十分な共通認識を持つ必要があ

ると考えております。

そのため、私が就任してから、県・市町村連

携推進会議というものを設けまして、県の幹部

職員と全市町村長が一堂に会して、課題に対す

る認識や施策の方向性を共有するため、率直な

意見交換を行っているところであります。

また、私自身が県内各地に出向いて、ブロッ

クごとの市町村長と議論を交わす円卓トークと

いうものも実施しておりますし、またさらに

は、市町村の役場で職員とスクラム談義という

ことで、市町村職員との直接の意見交換なども

行う中で、各地域が抱える実情や将来の展望な

どを直接語り合い、その思いを受け止めるとと

もに、知事として、また県の思いというものも

伝えるという取組を進めているところでありま

す。

引き続き、このような取組を継続し、市町村

としっかり連携して、様々な課題の解決に取り

組んでまいります。

今のお話を聞いて、本当に県○齊藤了介議員

民の一人として、河野知事の下で、県内の市町

村職員も一緒になって、一つの方向に向かえる

なというふうに確信を得ました。

そこで、市町村規模ではどうしても職員の考

え方というのも住民目線になりがちで、だから

こそ私は、県全体を大局に見ることができる県

という組織の存在が重要になってくると思いま

す。当然市町村同士だと、お互いに遠慮があっ

たりだとか、昔、ある首長経験者の方から、そ

ういったことを耳にしたこともあるんです。だ

からこそ、やはり県がそこを引っ張っていって

ほしいんだということでした。

最後に、先ほど河野知事もいろいろとお考え

を述べていただいたんですけれども、もう一度

改めて、宮崎県づくりを行っていく中で、知事

を支える県庁職員、県内26市町村の首長をはじ

めとする市町村の職員、そして宮崎県の発展を

願って、様々な分野で宮崎県づくりに関わって

いらっしゃる105万人県民に対して、知事の思い

と決意をお伺いいたします。

本県は、コロナ禍や物○知事（河野俊嗣君）

価高騰、相次ぐ台風災害によりまして、県民の

暮らしが大きな影響を受ける中で、本格的な少

子高齢化、人口減少でありますとか、デジタル

化、脱炭素化の急速な進展、深刻化する気候変

動問題など、大きな時代の転換点を迎えている

と考えております。

このような中、本県が再び輝きを取り戻し、

誰もが安心して暮らすことができ、楽しさや幸

せを実感できる、安心と希望あふれる宮崎を実

現していくためには、県のみならず、県議会、

市町村、企業・団体、県民の皆様の英知やエネ

ルギー、ネットワークを結集した県づくり、そ

のまとまる力、結束する力、これは極めて重要
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だと考えております。

そうした強い信念の下、就任以来、現場主義

に徹して、積極的に県内各地に公私ともに足を

運び、現場の実態を把握し、地域の皆様の様々

な御要望や御意見に耳を傾け、まさに対話と協

働で県政を進めてきたところでございます。

先ほど御説明しました、県・市町村連携推進

会議、円卓トーク、さらにはふれあいフォーラ

ム、様々な場面で対話を重ねるとともに、例え

ば新型コロナ対策や物価高騰対策におきまして

も、医療機関や飲食店等の訪問や、様々な分野

の皆さんとの意見交換を行うことによりまし

て、現場の実態に即した感染拡大防止対策や、

宮崎再生基金の創設などに結びつけてきたとこ

ろであります。

今後とも、こうした対話と協働、さらには徹

底した現場主義の基本姿勢の下で、将来を見据

えた明確なビジョンと道筋を示し、本県のリー

ダーとして私が先頭に立って、県民の皆様と一

丸となって、本県のさらなる発展に向けて取り

組んでまいります。

知事は、先ほどほかの議員さ○齊藤了介議員

んのお話にもありましたけれども、全国知事会

の中で副会長という要職をお務めになられて、

そして知事会も議会と一緒で、常任委員会、特

別委員会があるようです。

そこでも、地方税財政常任委員会の委員長、

それから文教・スポーツ常任委員会の副委員

長、そして国土交通・観光常任委員会の委員

と、宮崎県に本当にふさわしい委員会に所属さ

れて、活躍、活動されているということで、ど

うかお体に気をつけて、ますます頑張っていた

だきたいと思います。

それでは、２問目、第81回国民スポーツ大会

・第26回全国障害者スポーツ大会についてお尋

ねします。

2027年に本県で開催が予定されております、

第81回国民スポーツ大会・第26回全国障害者ス

ポーツ大会におきまして、各競技会開催市町村

の施設整備や運営に係る財政負担が大きいとい

うことで、県に対して、補助金や交付金の拡充

についての要望が各市町村から上げられている

ようであります。

宮崎県で大会が予定される時期は、９月か

ら10月と暑さがまだ厳しい時期であり、体育館

や選手控室内に選手の体調管理のための空調設

備の設置要望が、各競技団体から開催市町村に

上げられているようですが、現時点では、大会

運営補助金要綱に、この取扱いについて明らか

になっていないようです。

また、予定されていた会場のレイアウトが変

更になることで、仮設で整備される数が増える

ことも予想されますので、要綱上も補助金交付

金の柔軟な対応をお願いしたいようです。

このような市町村の施設整備や大会運営に対

する支援拡充の要望に対して、県はどのように

対応していくお考えか、総合政策部長にお尋ね

します。

国スポ競技○総合政策部長（重黒木 清君）

会場につきましては、市町村が円滑に競技施設

の整備を行えるよう、国や関係団体の交付金等

を最大限活用するための助言を行っているほ

か、令和３年度から、競技施設の基準を満たす

ための整備に当たり、既存施設の改修は２分の

１以内、県内に競技施設がないため、仮設整備

を行う場合は、10分の10以内の補助を行ってお

ります。

また、議員御指摘の空調設備の設置など、大

会運営に係る支援につきましては、令和６年度

から経費調査を行うこととしており、市町村と
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十分な意見交換を行いながら、必要な支援を検

討してまいります。

以前、何かの本で読んだんで○齊藤了介議員

すけれども、最初の国体が宮崎で開催される前

に、岩切章太郎翁が当時の知事に対して、日本

最大の運動公園、現在の木花の総合運動公園だ

と思うんですけれども、その要望をされて、県

とかなり押し合いがあったというふうに記憶し

ております。

なぜ宮崎でそれだけの規模の運動公園を造る

必要があるのかと言う県に対して、岩切章太郎

翁は、後々の県の発展を考えたときに、これは

絶対やるべきだということで譲らなかったとい

うことを知ったときに、その後の「スポーツラ

ンドみやざき」の礎は先人たちが築いた、であ

るならば、私も今度、次回の国民スポーツ大会

で、さらなる礎を築くべきだと思いますので、

何とぞよろしくお願いいたします。

続きまして、今お話ししました、昭和54年に

開催されました「日本のふるさと宮崎国体」

が、その後の本県の「スポーツランドみやざ

き」の礎になったとの話を当時の関係者からた

くさん耳にしてきました。2027年の大会におき

ましても、我が国における「スポーツランドみ

やざき」の地位を確固たるものにするために、

取組が必要と考えます。

一つ参考にしたいのが、青島太平洋マラソン

です。県外から毎年たくさんのランナーが参加

され、国内でも評価の高い大会なんですが、参

加者からは、「高校生たちの給水箇所でのお手

伝いや声援がとてもうれしかった」との声を耳

にしてきました。

県民運動リーフレットにも記載されています

とおり、県民総参加で大会を成功させていかな

ければなりませんが、その中心に高校生ボラン

ティアを置き、若い世代を大人が支える形で大

会を盛り上げていくことは、スポーツを生かし

た「未来のみやざき」づくりにもつながると思

いますが、総合政策部長に伺います。

令和９年の○総合政策部長（重黒木 清君）

国スポ・障スポは、県民総参加型のおもてなし

の心あふれる大会を目指しており、多くの県民

が様々な立場で大会に参加・協力していただく

ための県民運動を展開しているところでありま

す。

議員の御質問にありました、高校生など若い

世代のボランティア等への参加につきまして

は、大会の盛り上げや若い視点による本県の魅

力発信に資するほか、郷土愛を育み、支え合っ

て生きる社会づくりの意識の醸成など、「未来

のみやざき」を担う人材の育成にもつながるも

のと考えております。

このため、市町村や関係機関と連携し、若い

世代を含む多くの県民による大会ボランティア

への参加や競技会場での応援など、積極的な参

加を促すための取組を進めてまいります。

今回、テニス競技会場となり○齊藤了介議員

ます、ひなた宮崎県総合運動公園の庭球場を24

面のハードコートに改修し、うち６面をインド

アコートにされると、そして照明設備も国際水

準に整備していくということは、私は、野球、

サッカー、ラグビーに続いて、「スポーツラン

ドみやざき」の名前をテニス界にとどろかせる

ことになると期待しております。

その中で、北海道で開催されました全国高校

総体で、佐土原高校男子テニス部の選手がシン

グルスで優勝と準優勝、ダブルスで準優勝、団

体で３位と、また、シングルスで優勝した大岐

優斗選手は、インターハイの後の全日本ジュニ

アテニス選手権18歳以下の部の男子シングルス
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でも優勝したということは、本当に我々県民に

とりましても、夢と希望を抱いたことでありま

す。

国民スポーツ大会での天皇杯、そして皇后杯

を目指して、本県ジュニア世代の育成というの

は重要な課題でありますけれども、県立高校の

部活動における練習環境の整備をどのように進

めていくお考えか、教育長にお伺いいたしま

す。

佐土原高校男子テ○教育長（黒木淳一郎君）

ニス部のインターハイでの試合を、私も北海道

の会場で応援してまいりました。頂点を必死に

目指す姿に心から感動し、大変頼もしく感じた

ところであります。

2027年の宮崎国スポに向けましては、練習拠

点施設の整備を計画的に進めております。

具体的には、県総合運動公園内の施設以外

に、県立高校にも整備しておりまして、昨年度

までに、延岡星雲高校のアーチェリー場と相撲

場、宮崎工業高校の水球プールが完成し、今年

度は８月に宮崎北高校の体操場が完成したとこ

ろであります。

このような整備は、高校の特色づくりにもつ

なげなければならないものでありますし、ま

た、国スポの後も、本県の一層の競技力の向上

を支える施設でなければならないものと考えて

おります。

ぜひとも佐土原高校テニス○齊藤了介議員

コートをハードコートに整備してほしいと思い

ますし、先ほど話した大岐選手たちが近い将

来、錦織圭選手のように世界の４大大会で活躍

して、そのテレビ放送を見た宮崎県内のスポー

ツ選手たち、高校生たち、そしてもっと若い子

供たちが影響を受けて、そこに続く、そういう

未来への投資をぜひお願いしたいと思います。

続きまして、３番、食の安全保障についてお

伺いいたします。

日本は人口が減少しておりますけれども、こ

れから世界の人口はますます増えていきます。

その中で心配していますのが、人が生きていく

上で最も大切な水と食料の問題であります。国

も食料危機に備えて、食料・農業・農村基本法

の改正に向け、動いております。

私は市議時代、農業分野は本当に全然分かっ

ていなかったものですから、詳しい議員の方に

任せて、ほとんど農業のことに触れることはな

かったんですけれども、でも今はそれじゃいけ

ないと、自分も消費者の一人として、農林水産

業の分野に関心を持ってやるべきだということ

で、農業の経験というのは、知り合いの方のビ

ニールハウスの張り方を手伝ったぐらいしか分

からなくて、本当に情けない国民の一人なんで

すけれども、しかし、その立場から質問したい

と思います。

今回は、農・林・水産といずれも重要なんで

すけれども、農業に絞ってお伺いいたします。

本年４月22日、23日に、シーガイアコンベン

ションセンターにおきまして、Ｇ７宮崎農業大

臣会合が開催されたことは、本県農業にとって

誇らしいことであります。

しかし、「Ｇ７農業大臣声明2023」や「宮崎

アクション」を見ますと、持続可能という言葉

が出てきますが、食料自給率の低下や担い手不

足、高齢化が進む我が国農業の現実を見ます

と、私、個人的には、持続不可能の直前まで来

ている気がしてなりません。

このことは、農業関係者だけの問題ではな

く、農業の恩恵を受けている我々消費者、国民

にも責任があると思います。消費者にも今の農

業の現実を突きつけて理解してもらって、他人
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ごとではなく我が事として巻き込んでいかない

と、国防同様に我が国の農業の存続はないので

はないかと危機感を持っております。

そこで、食の安全保障に対する知事のお考え

をお伺いいたします。

不透明な国際情勢や気○知事（河野俊嗣君）

候変動、さらには爆発的な世界人口の増加、こ

ういったものを背景に世界的な食料不安が懸念

されている中で、食料の多くを海外に依存する

我が国にとりまして、食の安全保障は極めて重

要な課題であります。Ｇ７宮崎農業大臣会合で

も、中心的なテーマとして活発に議論されたと

ころであります。

国においては、食料・農業・農村基本法の見

直しの方向性を示した答申がまとめられ、法改

正に向けた準備が進められております。

このような中、全国第４位の農業産出額を誇

る本県には、国民に安定的に食料を供給してい

く役割があり、その責務がますます高まってい

るものと認識しております。農業というものが

産業の単なる一分野ではなく、我々の命を支え

る産業であるとともに、国家存立の基盤でもあ

ると、そのような認識もしております。

県では、担い手の減少や高齢化など、構造的

な課題に対して、農地集約による大規模化に加

え、デジタル技術を用いたスマート農業の導入

等によりまして、生産性の向上を図り、我が国

有数の食料供給基地として、農業生産力の維持

に努めてまいりました。

今後は、これら生産力の強化を加速させると

ともに、地域資源を活用した肥飼料の生産やエ

ネルギーへの転換など、資源循環の取組を進

め、持続可能な農業のモデルとして全国をリー

ドし、食料安全保障の強化に貢献してまいりま

す。

ぜひともお願いいたします。○齊藤了介議員

「食料を自給できない国は独立国ではな

い」、これはフランスのシャルル・ド・ゴール

大統領の言葉です。

「君たちは、国民に十分な食料を生産自給で

きない国を想像できるかい。そんな国は、国際

的な圧力をかけられている国だ。危機にさらさ

れている国だ」、これはジョージ・ウォーカー

・ブッシュ大統領の言葉です。

「60％の食料を外国に頼っているということ

は、外国に生命線を握られているということで

す。国としては独立してますが、食べ物に関し

ては従属国家でしかない」、これは農学博士の

小泉武夫先生のお言葉です。

元農林水産事務次官の末松広行さんが書かれ

た「日本の食料安全保障」という本を読みまし

たけれども、イギリスも1966年にはカロリー

ベースで45％の自給率しかなかったそうです

が、1996年には79％まで上げ、2019年には70％

ということで、何とか維持しているということ

でした。このことは、イギリスではパンが主食

というスタイルが変わっていないことが大きい

というふうに、末松先生は分析されてました。

我が国の場合、日本人１人が１年間に食べる

米の消費量が、1962年、１人当たり118.3キログ

ラム、これが現在は50キログラム程度だそうで

す。半分を割っているそうです。そのことに

よって、ほかのものから多くカロリーを摂取す

るようになって、自給できる米の消費が減り、

その他のものは国内生産ができないということ

で、自給率が低下しているのではないかと書か

れていました。

私も実は毎朝パンを食べていまして、今朝も

この質問をするから御飯を食べてこなくちゃと

思ったんですけれども、妻がパンを置いていっ
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て、賞味期限を見たら、これはちょっと腐らせ

るので、今朝はパンを食べてきました。知り合

いにもパン屋さんがいらっしゃって、この問題

はどうしていくのが一番いいのかなと考えたと

ころ、ここに書かれてあったのが、炊いて食べ

る御飯以外の需要を増やすと。

どういうことかというと、パック御飯です。

パックですぐに食べられる御飯であったりと

か、米を粒ではなくて粉として食べる米粉、こ

ういった方法を増やしていくべきじゃないかと

書かれてました。

御承知の方も多いと思うんですけど、新潟県

は微細製粉技術というのを開発して、県内の自

治体で新潟製粉株式会社をつくって、パンやパ

スタで米の消費拡大をしているということでし

た。

もう一つ、知事のほうにお伺いします。

私たち人や動物、植物にとって、水は大切な

命の源であります。その大切な守るべき水源を

含む森林が、北海道をはじめ日本全国で外国資

本に売買されているとの話を耳にしてきまし

た。

先日も地元テレビ局でこの問題が取り上げら

れていたのを見ましたが、いよいよ他県の問題

ではないということを改めて認識しました。

都城市安久町の山林約700ヘクタールが海外資

本に買収され、農林水産省が発表している他県

の報告面積とも桁違いの大きさだと報じられて

いました。

先ほどの海外企業は届出をせずに、後に県か

らの接触で書類を提出され、森林の取得・管理

のみが記載されていたということで、この件に

つきましても、山下博三議員が再三、問題視さ

れ、議会でもただされていることと思います。

そして宮崎県議会でも、10年以上も前から特

別委員会を設置して、国への意見書を提出した

り、宮崎県水源地域保全条例を制定されたとい

うことを知りまして、心から敬意を表します。

我が国の法律では、海外資本の土地の売買を

規制することはできないのですが、県民の命の

源である水源地域を県は今後どのようにして

守っていくのか、知事にお伺いいたします。

本県が誇る豊かな森林○知事（河野俊嗣君）

は、先人がたゆまぬ努力によって守り育ててき

たものであります。木材供給はもとより、二酸

化炭素を吸収・固定し、災害や洪水から私たち

の生命や財産を守るとともに、水資源を確保す

るという大切な役割を果たしているところであ

ります。

御指摘のとおり、現行の法令下では、森林の

土地売買そのものを規制することは難しいた

め、県では、森林法や国土利用計画法による土

地の取引に係る事後の届出制度に加え、先ほど

紹介いただきました、平成26年に制定しました

宮崎県水源地域保全条例によりまして、事前の

届出を義務づけ、所有者に対し、森林の適正な

管理に係る指導・助言を行っているところであ

ります。

県としましては、引き続き、豊かな水源が将

来にわたって確保されるよう、法令に基づく届

出の周知徹底と、適正な指導・助言に努めると

ともに、伐採後の速やかな再造林など、適切な

森林整備にしっかり取り組んでまいります。

国が法律を定めて、我々の大○齊藤了介議員

切な財産を守っていくべきなんでしょうけれど

も、日本は160を超える国とＧＡＴＳ（サービス

の貿易に関する一般協定）があって、30近い条

約を改正しないとこれができないということを

知りました。

しかし、アメリカ、ニュージーランド、オー
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ストラリア、スイス、韓国は規制しております

し、ましてや中国とかインドネシア、フィリピ

ンは、外国人の土地所有を認めておりません。

私有林を市町村が代わって管理する森林経営

管理制度も活用して、大切な我々の水源となる

山林が、適切に所有、管理されることを願って

おります。

続きまして、本県農業の担い手の現状につき

まして、農政水産部長にお伺いいたします。

2020年の農林○農政水産部長（久保昌広君）

業センサスによりますと、令和２年２月１日時

点で、本県の総農家戸数は３万940戸で、５年前

の平成27年と比較して7,488戸減少、また、ふだ

ん仕事として主に農業に従事している基幹的農

業従事者数は３万1,570人で、同じく５年前と比

較して１万112人減少しております。

また、基幹的農業従事者に占める65歳以上の

割合は61.9％で、５年前と比較して４ポイント

上昇しており、担い手の高齢化が進行しており

ます。

本県には、農業を学べる県立○齊藤了介議員

高校は何校あって、何名の高校生たちが学んで

いるのか。そして、定数割れは起こしていない

のか。あわせまして、これらの高校を昨年度卒

業した生徒のうち、就農や農業・食品関連産業

に就職した生徒の数はどのくらいいるのか、県

内と県外の割合についても、教育長にお伺いい

たします。

本県で農業を学ぶ○教育長（黒木淳一郎君）

ことのできる県立高校は８校ありまして、令和

５年５月１日現在の生徒総数は1,610名でありま

す。定員を満たしている学校や学科もあります

が、充足率は約75％となっております。

議員の御質問にありました農業に関連する進

路につきましては、令和４年度卒業生578名のう

ち、就職は137名で、うち農業法人による雇用を

含めた就農は20名となっております。

農業関連の大学や専修学校等への進学は113名

となっており、合計しますと、約43％の生徒が

農業関連への就職、または進学をしておりま

す。

このうち、就農も含めた就職では、県内が77

％、県外が23％、進学では、県内が76％、県外

が24％となっております。

本県は県立農業大学校を持っ○齊藤了介議員

ているんですけれども、ここを卒業した学生の

うち、就農や農業・食品関連産業に就職した学

生の数はどのくらいいるのか、また県内と県外

の割合、あわせまして、卒業後、４年制の農業

系大学に３年次編入された学生の数を農政水産

部長にお伺いいたします。

県立農業大学○農政水産部長（久保昌広君）

校の令和４年度卒業生51名のうち、就農が21

名、ＪＡや食品加工会社など関連産業への就職

が23名、合計44名が就業しており、そのう

ち、89％が県内、残り11％が県外となっており

ます。

また、令和４年度卒業生に農業系大学へ編入

した学生はおりませんが、大学への編入が認め

られた平成22年度以降、宮崎大学農学部などへ

５名が編入しております。

県立農業大学校では、２年後○齊藤了介議員

期に海外農業研修があるようですが、どこの国

に行って、そしてどのようなことを研修するの

か、お伺いいたします。

また、本校卒業時に宮崎県農業士と専門士の

称号が授与されるようですが、どのようなもの

なのか、農政水産部長にお伺いいたします。

県立農業大学○農政水産部長（久保昌広君）

校の海外農業研修につきましては、グローバル
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な視点を備えた人材を育成するため、最近で

は、令和元年度にニュージーランドで、農業体

験や農場視察などの研修を実施しております。

なお、近年は、新型コロナウイルス感染症の

影響により、国内研修に振り替えております。

次に、称号についてですが、宮崎県農業士

は、農業に必要な専門知識や技術などを習得し

たことを証するものとして、本県が独自に授与

しているものです。

また、専門士は、平成22年度に県立農業大学

校が文部科学大臣の認めた専門学校となったこ

とを受け、新たに授与が可能となったもので、

４年制大学への編入資格となるものです。

第八次宮崎県農業・農村振興○齊藤了介議員

長期計画によりますと、農業戸数や基幹的農業

従事者の数の減少や高齢化が進んでいるもの

の、組織単位で経営を行う農業法人は増加して

いると記載がありました。

農業法人は、新規就農者の受入れ組織として

大きな役割を果たしているようですが、本県で

農業法人が増加している状況について、農政水

産部長にお伺いいたします。

農業法人は、○農政水産部長（久保昌広君）

担い手の減少や高齢化が進む中、産地の維持や

雇用の受皿など、大変重要な役割を担っていま

す。

このような中、県内の農業法人数は、令和５

年１月１日現在で910法人と、５年前と比べ17％

増加しており、売上高１億円以上の法人が全体

の４割を占め、県内で１万人以上の雇用を生み

出しております。

これは、規模拡大や経営の多角化等に伴い、

家族経営からの法人化や他産業からの参入等に

より、法人数が増加傾向にあるためです。

法人経営は、高度かつ多岐にわたる経営管理

能力が求められることから、県としましては、

引き続き、相談内容に応じた専門家の派遣な

ど、農業法人の育成や支援に取り組んでまいり

ます。

７月下旬に、宮崎再生対策特○齊藤了介議員

別委員会で、都城農業協同組合の方と意見交換

する大変貴重な経験をしました。

その場では、子牛価格が下がっていること

や、酪農家の経営実態、飼料や肥料、燃料の高

騰について、現場に関する話をお聞きしたので

すが、飼料や肥料も海外に依存している我が国

農業の現実を改めて認識しました。

その中で、農業に必要な飼料や肥料の生産を

地元で調達するための体制づくりについて御意

見があったのですが、今後どのようにして飼料

や肥料の海外依存度を下げていくお考えか、農

政水産部長にお伺いいたします。

近年、海外か○農政水産部長（久保昌広君）

ら輸入される飼料や肥料の原料価格の高騰が常

態化する中、原料の海外依存度を低減させるこ

とは、農家経営の安定を図るためにも大変重要

であると認識しております。

このため県では、畜産農家と耕種農家の連携

強化を進めており、具体的には、配合飼料の代

替となる飼料用米の生産・利用の拡大や、稲わ

らと堆肥の循環システムの確立に向けた取組に

対し支援を行っております。

また、化学肥料の使用を低減するため、県産

の豚ぷん堆肥を原料とした低コスト肥料生産の

取組にも支援しているところです。

今後とも、地域資源を持続可能な形で活用

し、県産飼料・肥料の生産や利用のさらなる拡

大に努め、海外依存度の低減を図ってまいりま

す。

平成13年に設立されました○齊藤了介議員
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「みやざきの食と農を考える県民会議」の取組

を知りまして、その内容のすばらしさに感銘を

受けました。

活動の一つに、小学生向けの「味覚の授業」

があり、五味五感を学ぶ体験型の食育授業で

す。食について学ぶことは、人が生きていく上

でとても大切なことであり、農業県である宮崎

県の発展につながる、とても重要な事業と評価

しております。

宮崎の子供たちは、必ず一度は受講してほし

い授業であり、運営団体と県の努力によりまし

て、毎年開催校数を伸ばしているようですが、

一方では、年々活動量が増えていくことで、人

手不足など御苦労されている現実がございま

す。また、県内全ての小学校で実施されるため

にも、教育委員会の協力は不可欠であると考え

ます。

今後もこの重要な事業を継続させてほしいと

願っておりますが、「味覚の授業」の課題と今

後の取組について、農政水産部長にお伺いいた

します。

「味覚の授○農政水産部長（久保昌広君）

業」につきましては、子供の味覚を発達させる

点で大変重要な取組であり、本県では、「食と

農を考える県民会議」と一体となって、平成27

年度より取り組んでいるところです。

その結果、昨年度、全国トップレベルとな

る71の小学校で実施し、3,180名の子供たちが参

加していますが、一方で、サポートしていただ

く人材の確保が課題となってきております。

このため県民会議では、この活動を広く周知

するとともに、地域で食育活動を行う栄養教諭

や栄養士など様々な方々に「味覚の授業」の運

営に協力をいただいているところです。

今後とも、市町村や教育委員会等との連携を

強化しながら人材確保に努め、できるだけ多く

の子供たちがこの授業に参加できるよう取り組

んでまいります。

先ほどお話ししました県民会○齊藤了介議員

議だよりの最後のところに、本当に今の日本の

農業を解決する大事な心が、精神が書かれてい

ましたので、ちょっと御紹介させてください。

「いただきます」からはじめよう宣言

最近、あなたは「いただきます」を言いま

したか？

子どもたちには教えているけれど、あなた

は今日「いただきます」と手を合わせました

か？

この言葉が、暮らしの中から少し遠くなり

ました。

それと同時に、私たちの食生活から「本当

の豊かさ」が消えていきました。

畑が工場になり、農産物が商品になり、食

卓から季節と家族団らんの会話が消え、子ど

もたちは、野菜の本当の色も、香りも、手触

りも覚えていません。

食べ物が遠くの見知らぬところから運ばれ

るようになってから、生産者の汗や土のにお

いも食卓に届くことはなくなりました。

すべての野菜や畜産物は、自然から生まれ

た「いのちの恵み」です。

生産者も、消費者もこの「いのちの恵み」

を食べて生きています。生かされています。

このことが、「食」と「農」の原点である

ことを、私たちはもう一度自分たちの「自然

な感覚」として取り戻す必要があると思いま

せんか。

でもそれは難しいことではありません。当

たり前のことをやればいいのです。

身近にあるものをおいしくいただく。身近
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にある食材を生かした料理を選ぶ。

畑の土に触れ、遊び、語り合い、そして食

事の時には生産者も消費者も「いのちの恵

み」にそっと手を合わせ、感謝の心を伝えれ

ばいいのです。

それが「いただきます」。私たちのこれか

らの食生活を豊かにする言葉です。

私たち宮崎県民は、この「いただきます」

という言葉で食卓を満たし、私たちの食生活

を豊かにする運動を今日から始めます。

ということで、本当にすばらしい内容に私は感

銘を受けました。私もこのことを県民の一人と

して周りの人に伝えていきたいと思います。

最後、教育についてお伺いします。

私は、政治が最も力を注がなくてはならない

テーマは教育であると考え、これまでも議員活

動を行ってきました。

子供の頃、小学校で教わった「日本は石油の

ようなエネルギー資源を持たない国であり、国

民こそが大切な資源である」との考えは、今で

も強く心に残っております。

県議会議員として、本県教育の向上に向かっ

て仕事をしていく上で基本的なことをお伺いし

ますが、県の教育委員会並びに26市町村教育委

員会の関係性とそれぞれの役割について、教育

長にお尋ねします。

法におきまして○教育長（黒木淳一郎君）

は、県教育委員会は、市町村教育委員会に対し

まして、必要な指導、助言等を行うことで、教

育行政サービスの向上を図ることとされており

ます。

また、県の教育振興基本計画等を策定し、そ

れらに基づき、県全体の教育施策を推進するこ

とが求められております。

市町村におきましては、こうした県の方針等

を踏まえつつ、地域の実情に応じた特色ある施

策に主体的に取り組むことが求められておりま

す。

今後も、各市町村の自主性を尊重しつつ、互

いに連携しながら、県全域でよりよい教育の推

進に取り組んでまいります。

今の教育長の御答弁の中で、○齊藤了介議員

必要な指導、それから助言等を行うという表現

があって、また県と市町村の関係ともつながっ

てくるんですけれども、私がちょっと危惧して

いるのが、あまりにも市町村の自主性を重んじ

ることによって、全体の調和が、もしくは全体

が向かうべき方向がぶれるんじゃないかなとい

う懸念がありまして、もう一度確認したいの

が、県の教育委員会は市町村の教育委員会を統

治できる、よくコーポレートガバナンスという

言葉があるんですけれども、そういう捉え方で

いいのかお尋ねします。

今申し上げました○教育長（黒木淳一郎君）

ように、県の教育委員会は、市町村教育委員会

に対しまして、必要な指導、助言、もしくは援

助を行うこととなっておりまして、統治はそこ

には含まれておりません。

今後も、市町村教育委員会とは互いに連携し

ながら、本県教育の推進に取り組んでいくつも

りでございます。

それでは、本県の教育を向上○齊藤了介議員

させていくために、県の教育長と市町村の教育

長とが現場にある課題の解決に向けて議論して

いくことは重要であると考えますが、そのよう

な場はあるのか、その詳細について、教育長に

お伺いいたします。

教育現場の諸課題○教育長（黒木淳一郎君）

の解決に向け、県教育委員会と市町村教育委員

会とが連携を密にすることは大変重要であると
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考えております。

このため、例年、市町村教育委員会連合会と

２度にわたり直接意見交換を行ったり、翌年度

の事業に関して、市町村教育長と情報の共有を

図るなどしております。

そのほかにも、教育次長が全市町村の教育長

を訪問し、教育課題について議論するなど、連

携を深めているところであります。

また、今年の７月には、私自身、市町村教育

長の代表者の方々と直接、喫緊の課題である部

活動の地域移行や不登校対策について意見交換

をしたところであります。

今後も、市町村教育委員会とさらなる連携を

図りながら、教育現場の課題解決に取り組んで

まいります。

ぜひよろしくお願いいたしま○齊藤了介議員

す。

本県教育の向上に最も重要なのが教職員であ

ります。教職員の成り手が減ってきているとの

話を聞きますが、教職員の採用についてお伺い

いたします。

私は、教員に必要なものは、教育に対する強

い信念と、そして子供に対する深い愛情と情熱

だと考えております。そのような教員を採用す

るために、どのような工夫を行っているのか。

また、採用後の教員の質の向上に向けて、どの

ようなことに取り組んでいるのか、教育長にお

伺いいたします。

今年度の教員採用○教育長（黒木淳一郎君）

選考試験では、１次試験におきまして、関係法

令や専門性等を問う筆記試験を実施いたしまし

た。

また、２次試験におきましては、指導力や使

命感、社会性等を評価する模擬授業と個人面接

に加え、コミュニケーション力や人間性等を多

面的に評価するグループワークを実施しており

ます。

これらを通して、人間的魅力にあふれた教員

の採用を目指しております。

採用後につきましては、経験年数などに応じ

た研修や、教員同士で学び合うメンター制度を

実施するとともに、今年度からは、新たな研修

制度の下、教員の主体性と管理職との対話を重

視しながら、資質能力の一層の向上を図ってお

ります。

我が国の仕事の中で、先ほど○齊藤了介議員

話しました国民の命をつくる農業の担い手が

減っていること、そして国民を立派な人間に育

てていく教師の成り手が減っていること、この

ことは、国家としても本当に重大な危機だと

思っています。日本の始まりであります神武天

皇御生誕の宮崎県こそが、この危機から脱する

ために、県民が一丸となって、日本全体に対し

て、こういった危機を救う県になるべきだと私

は思っておりますので、何とぞよろしくお願い

します。

続きまして、６月議会で可決されました新規

事業の「世界と繋がろう！高校生海外留学支援

事業」は、本県高校生の留学を促進し、グロー

バル人材の育成を目的とした、すばらしい事業

であると評価しています。

私は、世界における日本人の役割は、和の精

神をもって、弱肉強食型の世界から共存共栄型

の世界に変えていくことだと考えております。

そのことを実現するために、各分野において

世界と渡り合えるスキルを持った若者を育てて

いくことが重要であり、世界の情勢を知り、語

学力のある若者を育てていくための、よいきっ

かけになる事業ではないかと期待しておりま

す。
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先ほどの農業の問題にもつながりますが、本

県農業の未来への種まきとして、本事業と同様

に、世界の農業先進国に本県で農業を学ぶ高校

生を留学させるお考えはないか、教育長にお伺

いいたします。

Ｇ７宮崎農業大臣○教育長（黒木淳一郎君）

会合における「高校生の提言」プロジェクトで

は、本県の高校生が、現在学んでいる学科を超

えて、農業の未来について直接語り合い、互い

に理解し合い、提言に反映する、頼もしい姿が

ありました。

その成果を生かすべく、今年度取り組んでお

ります「世界と繋がろう！高校生海外留学支援

事業」では、地域や県内企業を支え、宮崎から

世界へ挑戦するグローバル人材の育成を目指し

て、事業の推進に鋭意取り組んでいるところで

あります。

農業先進国への留学につきましては、受入れ

等の条件が現在は十分に整っていないことか

ら、現時点では、情報を収集している段階にあ

りますが、その意義は大変大きいと考えており

ます。

最後の質問になります。○齊藤了介議員

知事はアメリカの大学に留学された御経験も

お持ちのようでありますが、そのときの御経験

―ですとか、３人の父親として子育てをされ

そして最近、お孫さんも御誕生されたと聞きま

したけれども、知事の教育に対するお考えをお

尋ねいたします。

教育というものは、大○知事（河野俊嗣君）

きく捉えると、悠久のときを経て培われた人類

の英知を、その存亡をかけて次の世代へと託す

営みであろうかと考えております。

また、私たち一人一人にとりましては、多様

な個性や能力を輝かせ、人生を豊かにするとと

もに、あらゆる世界の知見を得る鍵と、そして

未来を切り開く力を与えると、そういう重要な

役割を果たしていると考えております。

自分自身が受けてきた教育、そしてアメリカ

で学んだ留学の経験、さらには３人の子供たち

を育てた、そういった経験から、そのような教

育の力というものを感じるところであります

し、年を取れば取るほど、また知事として年数

を経れば経るほど、教育の大切さ、人づくりの

大切さということを痛感しております。

私は危機管理について語るときに、長岡藩の

教えである「常在戦場」を参考に、常在危機の

意識を徹底していこうということを呼びかけて

おりますが、長岡藩には米百俵の故事がござい

ます。窮乏する長岡藩に支援策として届けられ

た米百俵、これを食べてしまうとそれで終わり

ですが、それを教育に充てることによって、明

日の１万俵、100万俵になると。

教育の大切さを語るに、これほどそれを的確

に表している故事はないなと思います。今、

我々が我慢してでも、教育という将来、未来へ

の投資に充てることによって未来を切り開いて

いこうとする、すばらしい姿勢だと考えており

ますし、先ほど議論があった森林・林業を支え

る、これは木を植える営みにも相通ずるものが

あるのではないかなということを感じておりま

す。

そのような思いがあったかどうかは分かりま

せんが、若山牧水が子の成長を若竹に例えた歌

があります。

「若竹の伸びゆくごとく子ども等よ真直ぐに

のばせ身をたましひを」

これはすばらしい歌だなと思いますし、それ

を支えるような教育でなければならないという

ことも感じておるところであります。
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私は、就任しましてから毎年、小中学校や特

別支援学校を訪れて、私自身が授業を行う「知

事の白熱教室」というものを行っております。

いつも子供たちのはつらつとした姿や笑顔に元

気づけられておりまして、改めて子供が地域の

宝、社会の希望であるということを感じており

ます。

希望ある未来の世界や日本、そして宮崎県を

築いていくための最大の財産は「人」である

と、そのような認識の下に、これからも「人づ

くり」に力を入れてまいります。

今、知事から大変ありがたい○齊藤了介議員

お言葉をいただいて、私が政治家として活動し

ていく上で、すごく刺激を受けた詩があるんで

す。それを最後に皆様に御披露して終わりたい

と思います。

坂村真民先生の「あとからくる者のために」

という詩です。

あとからくる者のために

田畑を耕し

種を用意しておくのだ

山を川を海を

きれいにしておくのだ

ああ

あとからくる者のために

苦労をし我慢をし

みなそれぞれの力を傾けるのだ

あとからあとから続いてくる

あの可愛い者たちのために

みなそれぞれ自分にできる

何かをしてゆくのだ

こういう宮崎県づくりに、私も39名の１人と

して、38名の方たちに追いつけるように、これ

からも頑張っていきたいと思います。

以上で質問を終わります。ありがとうござい

ました。（拍手）

以上で午前の質問は終わり○日高博之副議長

ます。

午後は１時再開、休憩いたします。

午前11時46分休憩

午後１時０分再開

休憩前に引き続き会議を開き○濵砂 守議長

ます。

次は、山下寿議員。

〔登壇〕（拍手） 皆さん、こ○山下 寿議員

んにちは。私は、自由民主党、児湯郡選出の山

下寿でございます。

皆様から多大なる御声援をいただき、２期目

の当選をさせていただきまして、最初の一般質

問であります。どうぞよろしくお願いいたしま

す。

さて、世界を混沌の渦に陥れた新型コロナウ

イルス感染症も、令和５年５月以降、感染症法

上の位置づけが２類相当から５類感染症に移行

されたことを受け、やっと普通の生活を取り戻

してまいりました。でも、新型コロナウイルス

がなくなったわけではありません。県民の皆様

におかれましては、引き続き感染防止対策に留

意してお過ごしいただきたいと思います。

一方、河野知事におかれましては、さきの県

知事選挙で再選を果たされ、４期目の県政運営

をスタートされたことは、大変喜ばしいことで

あります。

河野知事の４期目にかける思いは、昨年末、

県知事選挙の翌日に、宮日新聞のインタビュー

で思いの全てを語られております。皆さん、宮

日新聞のユーチューブチャンネル「４選の河野

知事に聞く」を御覧になってください。河野知

事の思いがたくさん詰まっていますから、ぜひ
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見ていただきたいと思います。

そのとき、河野知事がお話しになった中で印

象に残ったところがありますので、御紹介した

いと思います。

４期目にかける思いを聞かれた知事は、「宮

崎により深く根ざし、政治家として一皮も二皮

もむけなければならない。今までのようにしっ

かり仕事をして成果を出す。そしてそれを県民

の皆さんへ伝える発信力を磨いていくんだ。そ

れともう一つ、県職員との緊張感が重要だ。私

が継続したことで、「このままでいいんだ」と

いう感覚が、改革・チャレンジの機運を薄めさ

せてはいけない。政治家として緊張感を持って

もらう接し方が必要であると思っている。「与

えられた４期目は、今までとは違う知事、政治

家としての力を発揮しなければいけない。４期

目だからこそ経験を生かしてできることがあ

る」と語られております。

全国知事会でも、地方税財政常任委員会委員

長などの要職を務められるなど、私たちも河野

知事の御活躍を大変期待しているところであり

ます。引き続き、よろしくお願いいたします。

県議会は今年度、３つの特別委員会を設置

し、たくさんの課題に向き合っております。

私もその中で、コロナ禍、物価高・原油高か

らの宮崎再生に関する所要の調査活動を行うこ

とを目的とした宮崎再生対策特別委員会に所属

し、県内各地を回らせていただき、県民の皆様

方から貴重な御意見を伺っております。

先日、その宮崎再生対策特別委員会の県北調

査で、とある機関の役員の方のお話をお聞きす

る機会がありました。その中で、いわゆるゼロ

ゼロ融資の返済が始まるため、経営が非常に厳

しいというお話がありました。

このゼロゼロ融資というのは、新型コロナウ

イルス感染症の影響で、売上げが減少した事業

者に対して無利子・無担保で融資する制度であ

ります。

そこで、改めて商工観光労働部長にお尋ねし

ます。コロナ対策の一環として行われたゼロゼ

ロ融資の県内の融資総額についてお伺いしま

す。

以上で壇上の質問を終わり、残りは質問者席

から行います。（拍手）〔降壇〕

〔登壇〕○商工観光労働部長（丸山裕太郎君）

お答えします。ゼロゼロ融資についてであり

ます。

県では、令和２年３月から新型コロナ感染症

の影響を受けた中小企業者への資金繰り支援と

いたしまして、原則無利子・無担保のいわゆる

ゼロゼロ融資を実施したところであります。

お尋ねの融資実績ですが、本県独自の県コロ

ナ関連貸付けが3,030件、約579億円、全国統一

要件の国コロナ関連貸付けが9,681件、約1,232

億円となっており、これらを合わせた融資総額

は、１万2,711件、約1,811億円となっておりま

す。〔降壇〕

新型コロナウイルスが、感染○山下 寿議員

症法上、５類感染症になったことは先ほど申し

上げました。そのため、私たちの行動態様は大

きく変化して、気分的にもかなり楽になったと

思いますが、事業者の体力は、ゼロゼロ融資を

返済できるまで回復していないようです。

先ほどの役員の方のお話では、コロナ禍前の

６～７割までしか回復していないところに、燃

料高騰と急激な物価上昇が、回復の足を引っ

張っているそうです。

燃料高騰と物価上昇の価格転嫁をこれから消

費者の皆さんに説明して、御理解をいただかな

ければならないところに融資の返済が始まって
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しまう。本当に厳しいとのことでした。

そこで、商工観光労働部長にお尋ねします。

先ほどの宮崎県におけるゼロゼロ融資の総額

は1,811億円との御報告がございました。現在ま

でのゼロゼロ融資の返済状況についてお伺いし

ます。

本県に○商工観光労働部長（丸山裕太郎君）

おける７月末時点でのゼロゼロ融資の残高は、

１万868件、約1,177億円となっております。こ

のうち約８割の事業者におきまして、元金返済

が始まっております。

また、融資残高のある約１割の事業者におい

て、返済困難な状況となっており、国や県の要

請に基づき、金融機関や県信用保証協会におい

て、据置期間の延長など、柔軟な対応をいただ

いているところであります。

借りたお金は返す、ごく当た○山下 寿議員

り前のことですが、今回こんなにも多くの事業

者の方々が返済に苦慮されているのはどうして

でしょうか。それは、ゼロゼロ融資の制度が、

新型コロナウイルスによる影響が長期間になる

ことを想定していなかったからではないでしょ

うか。つまり短期間で終息すると思って設計さ

れていたからなのではないかと私は思うのであ

ります。

想定を超えたコロナの影響。そこで、商工観

光労働部長にお尋ねします。このままでは、コ

ロナ禍を一生懸命に生き抜いてこられた事業者

の経営が危ない。ここで廃業してしまったら元

の木阿弥になって、そもそも融資をした意味す

らなくなってしまう。それだけは何としてでも

防ぎたい。返済が困難となった事業者に対し

て、どのような対策を考えているのか、商工観

光労働部長にお伺いします。

ゼロゼ○商工観光労働部長（丸山裕太郎君）

ロ融資の返済本格化や物価高の中で、県内の中

小企業者が事業を存続していくためには、経営

状況を把握し、課題解決に向けた取組が大変重

要であります。

このため県では、これまでの資金繰り支援に

加え、金融機関等で構成する中小企業支援ネッ

トワークの取組といたしまして、定期的に事業

者の経営状況のモニタリングを行い、必要に応

じて関係機関がアドバイスを実施する取組を継

続しております。

また、支援ネットワーク関係者を対象とした

研修の充実や、専門家による伴走支援体制の強

化を図るとともに、販路開拓の支援といたしま

して、県外のバイヤーを招聘した協働商談会を

実施しております。

今後も関係機関と連携し、事業者の経営支援

にしっかりと取り組んでまいります。

本当に百年に一度のことでご○山下 寿議員

ざいますから、どうぞ手厚くよろしくお願いし

ておきたいと思います。

次に、マイナンバー制度についてお伺いしま

す。

マイナンバー制度が始まってから耳にするこ

とが少なくなった住民基本台帳ネットワークシ

ステム、いわゆる住基ネット、その住基ネット

にも住基カードというものがあったのですが、

皆さん、どんなカードか、どんな機能が備わっ

ていたか覚えていらっしゃいますか。私はほと

んど覚えていません。

では、今多くの方が保有されているマイナン

バーカードには、どんな機能があるのでしょう

か。マイナンバーカードを取得すると、本人確

認用書類として利用することができたり、健康

保険証として利用できるそうです。

そんなマイナンバーなんですが、現在いろん
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な問題が生起しているのは皆さん御存じのとお

りであります。

そこで、総合政策部長にお尋ねします。マイ

ナンバー制度の当初の設立目的についてお伺い

いたします。

マイナン○総合政策部長（重黒木 清君）

バー制度は、デジタル社会の基盤として、国民

の利便性向上と行政の効率化を併せて進め、よ

り公平・公正な社会を実現することを目的とし

ております。

具体的には、国民の利便性向上として、行政

機関への申請において、課税証明といった添付

書類が削減されるなど手続が簡素化され、国民

の負担が軽減されます。

また、行政の効率化として、国や地方自治体

との情報連携が進むことで、情報の照合・転記

等に要する時間・労力が大幅に削減されるとと

もに、手続が正確でスムーズになります。

さらに、公平・公正な社会の実現として、税

や社会保障の負担を不当に免れることや不正受

給の防止などが可能になります。

現在マイナンバーカードに関○山下 寿議員

するトラブルは、次のようなものがあります。

マイナ保険証に他人の情報が登録されてい

た、コンビニで他人の証明書が発行された、登

録抹消の印鑑証明書が発行された、住所変更未

反映の証明書が発行された、公金受取口座が別

人のマイナンバーに登録されていた、マイナポ

イントが他人に付与されていた、などとなって

おります。

2023年８月末時点で、マイナンバーカードの

地域別保有率全国１位の宮崎県においても、マ

イナンバーカードに関するミスが確認されまし

た。

そこで、知事にお伺いします。全国でもマイ

ナンバーカードに関するトラブルが報告されて

いる中、宮崎県でもミスが確認されたことを受

け、今後どのような対応をされるのかお伺いい

たします。

今年７月に公表しまし○知事（河野俊嗣君）

た、療育手帳情報とマイナンバーとのひもづけ

誤りにつきましては、事務処理を手作業で行う

中で、組織的なチェック体制が不十分であった

ことが主な原因でありまして、反省すべき点が

多々あったものと、重く受け止めているところ

であります。

療育手帳につきましては、今年度、構築して

おります管理システムの活用によりまして、的

確な事務処理体制を確立することとしておりま

す。

また、あわせて、その他のマイナンバーとの

ひもづけが必要な業務につきましても、制度を

所管する国の方針も踏まえながら、改めて作業

マニュアルを整備するなど、再発防止対策を徹

底してまいります。

マイナンバー制度は、住民の利便性向上と行

政手続の効率化の両立を図り、公平・公正な社

会を実現するための重要な社会基盤であります

ので、現在、国が進めておりますマイナンバー

の総点検にもしっかりと対応し、県民の皆様の

信頼を回復するとともに、引き続き、市町村と

も連携しながら、制度の適切な運用に努めてま

いります。

ここまでトラブルが続出する○山下 寿議員

と、制度自体のレジリエンス、いわゆる強靱性

が心配になってしまいます。

マイナンバーカードには、被保険者情報や公

金受取口座の口座番号など、個人情報がたくさ

ん入っていると私は以前から、思っていました

が、周りにもそう思っている人が多くいます。
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だからマイナンバーカードが怖いと。

もしマイナンバーカードが盗まれたり、落と

してしまって、よからぬことを考えている人た

ちの手に渡ってしまったら、私の個人情報が悪

用されてしまうのではないかと心配になってし

まいます。

そこで、総合政策部長にお尋ねします。ハッ

カー集団などから私たちの大切な個人情報を守

るためのセキュリティー対策はどうなっている

のかお伺いいたします。

マイナン○総合政策部長（重黒木 清君）

バーカードに記録されている情報については、

住所、氏名などに限定され、税や年金等のプラ

イバシー性の高い情報は入っておらず、不正に

情報を読み出そうとした場合は、ＩＣチップが

自動で壊れる仕組みとなっております。

また、マイナンバーにひもづけられた情報

は、漏えいのリスクを考慮し、一元的に管理せ

ず、それぞれの情報を所管する機関ごとに管理

されているほか、インターネットから切り離さ

れた専用ネットワーク内で利用されておりま

す。

さらに、定められた行政手続以外での不正利

用については、厳重な罰則があります。

このように、マイナンバー制度には、丁寧な

セキュリティー対策が講じられておりますの

で、県としましても、制度の安全性について、

しっかりと周知を図ってまいります。

次は、南海トラフ地震への取○山下 寿議員

組についてお伺いします。

西暦1923年、大正12年の９月１日、東京、神

奈川を中心とする南関東で、マグニチュード7.9

と推定される大地震が発生し、約340万人が被災

し、約10万5,000人が死亡あるいは行方不明に

なったとされる関東大震災が発生しました。

あれからちょうど100年、阪神・淡路大震災か

ら28年、東日本大震災から12年の時を経ても、

忘れてはいけないものがあります。そして近

年、声高に叫ばれている危機が、南海トラフ地

震の発生の可能性であります。

地震の専門家で構成される南海トラフ地震に

係る評価検討会は、今後30年以内にマグニチ

ュード８から９クラスの南海トラフ地震が発生

する確率は、70％から80％であると評価してい

ます。いつ起きても不思議でない南海トラフ地

震、令和２年３月、県が策定した「宮崎県地震

・津波及び被害の想定について」では、最大ク

ラスの津波を引き起こす南海トラフ巨大地震が

発生した場合、甚大な被害をもたらすと想定さ

れています。

そこで、危機管理統括監にお尋ねします。南

海トラフ巨大地震により想定される甚大な被害

とは、どのような被害なのかお伺いいたしま

す。

議員の御質○危機管理統括監（横山直樹君）

問にありました、令和２年３月に県が公表いた

しました南海トラフ巨大地震の被害想定では、

静岡県の駿河湾から日向灘まで延びる南海トラ

フ内全体で、マグニチュード９クラスの地震が

発生した場合、県内では、宮崎市や日南市、川

南町など６市７町で最大震度７の極めて強い揺

れに襲われ、沿岸市町への津波の到達時間は最

短で14分、高さは最大で17メートルとされてお

ります。

これにより、県全体で約１万4,360ヘクタール

が浸水し、死者約１万5,000人、負傷者約２万

人、建物の全壊約８万棟のほか、停電約59

万1,000軒など、県内全域にわたり大きな被害が

出ることが想定されております。

これは大変な被害が想定され○山下 寿議員

- 149 -



令和５年９月15日(金)

ています。政治の仕事は被災する人たちを１人

でも減らすこと、そのためには、効果的な防災

訓練の実施が必要であります。

そこで、危機管理統括監にお尋ねします。県

の防災訓練の実施状況についてお伺いします。

県では、○危機管理統括監（横山直樹君）

様々な災害を想定した図上訓練に加えまして、

毎年、大規模災害を想定した実動型の総合防災

訓練を行っており、今年度は11月に高鍋町をメ

イン会場として、南海トラフ巨大地震の発生を

想定した訓練を行うこととしております。

この訓練では、関係機関による道路上の瓦礫

除去や、救助・消火活動などの訓練に加え、避

難タワー等を活用した避難や避難所開設、炊き

出し、広域避難者受入れなど、住民参加型の

様々な訓練を行うこととしております。

このほか、11月の「津波防災の日」に合わせ

た県民一斉防災行動訓練「みやざきシェイクア

ウト」を実施することとしておりますが、例年

多くの団体がこれに合わせた避難訓練を行って

おり、昨年度は約６万3,000人が参加したところ

であります。

人はパニック状態になると、○山下 寿議員

あり得ない行動を取りますから、適切かつ確実

に県民を安全な場所に誘導できるよう、引き続

き効果的な訓練の実施をお願いいたします。

次に、防災への備えについて質問します。

災害発生時など、被災地に送るための救援物

資を備蓄する倉庫を、高鍋町にある県立農業大

学校の敷地内に建設予定だと聞いています。

そこで、危機管理統括監にお尋ねします。災

害支援物資拠点施設整備の進捗状況についてお

尋ねします。

議員お尋ね○危機管理統括監（横山直樹君）

の災害支援物資拠点施設は、南海トラフ地震な

どの大規模災害に備え、平時は県の備蓄物資を

集約して保管する備蓄拠点として、また、災害

時には国からのプッシュ型による支援に円滑に

対応できる広域輸送拠点の２つの機能を有する

施設として、来年度までに整備するものであり

ます。

今年度は、測量と設計・建物施工の業者選

定、地質調査を行うこととしておりますが、測

量につきましては先月までに完了しており、現

在、設計及び建物の施工について、公募型プロ

ポーザル方式により、受注業者の選定を行って

いるところであります。

さらに今後、年度末までに地質調査を行うこ

ととしております。

県立農業大学校は高鍋町にあ○山下 寿議員

りますから、トラックなどを活用して速やかに

被災地に物資を届けるためには、最寄りの高鍋

インターチェンジを利用するのが自然な流れに

なると思われます。

県の津波浸水想定によれば、高鍋インター

チェンジは津波浸水区域から外れていますが、

これはシミュレーションの結果であり、想定外

が起こらないとも限りません。

南海トラフ巨大地震により想定される津波の

高さが、高鍋町で最大11メートルであるのに対

して、東児湯消防組合消防本部のある高鍋イン

ターチェンジ入り口付近の標高は10.3メートル

であるという実情を鑑みると、高鍋インター

チェンジは津波の影響により使えなくなると想

定して準備するほうが、危機管理上、極めて合

理的な判断ではないでしょうか。

では、その合理性を具現化する方策として考

えられるのが、川南パーキングエリアを活用す

る案であります。

川南パーキングエリアは標高が高く、津波の
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影響を受ける可能性はほぼないため、川南パー

キングエリアにスマートインターチェンジを整

備することにより、より速やかに、より確実に

救援物資を被災地に送ることが可能となると思

われます。

そこで、知事にお尋ねします。川南パーキン

グエリアにスマートインターチェンジを整備す

ることについて、知事のお考えをお伺いしま

す。

南海トラフ地震等の大○知事（河野俊嗣君）

規模災害に備えるために、高速道路をはじめと

する道路ネットワークの強化は喫緊の課題であ

りまして、高速道路へのアクセス性向上を図る

上で、スマートインターチェンジの整備も有効

な手段の一つであると認識しております。

議員お尋ねの川南パーキングエリアは、私も

度々立ち寄りますが、多くの人でにぎわってい

るなと、親しまれているなと感じております。

ここは高台にありますことから、津波や洪水

に対する安全性を有しておりまして、こうした

防災上の観点からは、整備に適した場所ではな

いかと感じております。

一方で、スマートインターチェンジの整備に

つきましては、最終的には国が判断するものに

なりますが、まずは地元自治体が中心となっ

て、広域的な視点から、国や西日本高速道路株

式会社等とともに、将来の交通の流れや産業へ

の効果等を踏まえたインターチェンジの必要性

について、総合的に検討していく必要がありま

す。

このため、県としましては、地元の御意見を

伺いながら、必要な支援を行ってまいります。

私も地元自治体といろいろと○山下 寿議員

話しながら、よろしくお願いしたいと思いま

す。

次に、令和５年８月30日、佐賀県唐津市の農

場で、豚熱に罹患した豚が確認されました。こ

れを受けて、宮崎県では、速やかに県内の防疫

体制を強化し、養豚農家さんと緊密な情報共有

を行い、必要な処置を行っており、今のとこ

ろ、宮崎県内での豚熱の発生は確認されていま

せん。

やはり私たち宮崎県は、このような家畜伝染

病には苦い記憶があります。13年前の口蹄疫と

鳥インフルエンザ、そのとき感じた感染拡大を

局限するための教訓を一つ紹介すると、その疑

いも含めて、家畜伝染病が発生した場合、初動

と封じ込めが一番大切であります。

とにかく防疫体制を確立して、防疫措置を完

了させる。その中で何が一番大変かというと、

殺処分なのです。現場では１人でも多くの人手

が必要になります。その作業に慣れた人が１人

でも多くいると、作業効率は格段に向上し、迅

速な防疫措置につながります。

そこで、農政水産部長にお尋ねします。豚熱

が他県で発生した場合の協力体制についてお伺

いいたします。

養豚農場で豚○農政水産部長（久保昌広君）

熱等が発生した県において、速やかな防疫措置

が困難と判断した場合は、他県の家畜防疫員の

派遣を国へ要請し、国は、各都道府県と調整の

上、必要な人数を発生県へ派遣することとなっ

ております。

本県では、口蹄疫の際に全国から人的支援を

受けた経緯を踏まえ、国から派遣要請があった

場合は、積極的に対応することとしており、国

内で豚熱が確認された平成30年度以降、中部地

方や関東地方など６県に対し、延べ20名の家畜

防疫員を派遣しております。

一方、今回の佐賀県での事例のように、九州
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内で豚熱等が発生した場合は、九州各県との申

合せにより、家畜防疫員の派遣は見合わせ、県

内の養豚農場における発生防止対策に専念する

こととしております。

令和５年９月５日、農林水産○山下 寿議員

省は、宮崎県を含む九州７県をワクチン接種推

奨地域に設定しました。

その通知を受けた県は、接種プログラムを農

林水産省に提出し、提出したプログラムの宮崎

県豚熱ワクチン接種実施要領に規定している登

録飼養衛生管理者の認定要件を満たすための研

修会には、約500人もの申込みがあったそうで

す。

そのほかの要件を満たせば、いよいよ豚熱ワ

クチン接種が開始されると思われますが、準備

は整っているのでしょうか。

そこで、農政水産部長にお尋ねします。本県

での豚熱ワクチン接種のための資材等の確保状

況についてお伺いいたします。

県内には、○農政水産部長（久保昌広君）

約350の養豚農場に約80万頭の豚が飼養されてお

り、今回の初回接種は、生後間もない子豚など

を除く全ての豚が対象となり、そのワクチン接

種を迅速に行うためには、ワクチンに加え、注

射器等の資材について、必要な量を確保するこ

とが重要となります。

ワクチンにつきましては、国が全国の需給調

整を行っていただいたことで、初回接種の開始

に必要な頭数分のワクチンを、９月下旬までに

確保できることとなりました。

また、注射器等の資材につきましては、県に

おいて取扱業者と調整を行ったところ、９月下

旬までに一定量を確保できる見込みとなってお

ります。

続けて、農政水産部長にお尋○山下 寿議員

ねします。豚熱ワクチン接種についての今後の

取組についてお伺いします。

県では、ワク○農政水産部長（久保昌広君）

チン接種の打ち手を確保するため、農場の管理

者等を対象とした研修会を９月から10月まで実

施を予定しておりますが、前倒しでの受講を呼

びかけたところ、９月末までに約500名が受講す

る見込みとなっております。

また、９月12日には、本県のワクチン接種プ

ログラムが国の承認を受けましたので、家畜伝

染病予防法に基づき、県内全域の豚やイノシシ

の所有者に対し、ワクチン接種命令を近日中に

行う予定であります。

これら体制整備や手続等に加え、必要な資材

等の確保を並行して行いながら、豚の流通上の

つながりが特に強い熊本県や鹿児島県とも緊密

に連携し、９月下旬には県内の農場で初回接種

を開始できるよう、準備を進めているところで

あります。

今後、九州各県で豚熱ワクチ○山下 寿議員

ンの接種が開始されることになると思われます

が、流通には影響しないのでしょうか。

そこで、農政水産部長にお尋ねします。九州

での豚熱ワクチン接種が種豚や精液などの流通

に与える影響についてお伺いします。

国が定めた豚○農政水産部長（久保昌広君）

熱の防疫指針によって、豚熱ワクチンを接種し

た農場からは、種豚や精液等を非接種区域に流

通させることができないこととされておりま

す。

このため、今回、本県での豚熱ワクチンの接

種により、県内で生産された種豚や精液等は、

非接種区域である北海道へ流通させることがで

きなくなります。

一方で、今後、本県を含めた九州各県が接種
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区域となることから、九州内での種豚や精液等

の流通については、これまでと変わりありませ

ん。

我が国で豚熱が発生したた○山下 寿議員

め、日本から豚及びイノシシ並びにこれらに由

来する製品に係る輸出検疫証明書の交付が一時

停止されております。

基本的に、輸出相手国の受入れ再開の確認が

取れたものから輸出が可能となります。

そこで、農政水産部長にお尋ねします。豚肉

の輸出が停止された場合の養豚業者に与える影

響についてお伺いします。

我が国からの○農政水産部長（久保昌広君）

豚肉の輸出が可能な国においては、豚熱の発生

がなく、かつ豚熱ワクチンを接種していない都

道府県で生産・処理された豚肉であること等の

条件があり、今後、県内でのワクチン接種によ

り、本県からの豚肉の輸出ができなくなりま

す。

本県はこれまで、香港やシンガポールへの輸

出拡大に取り組み、令和４年度は43トンを輸出

しましたが、これは、県内の豚肉生産量の0.1％

未満に相当します。

このことから、輸出停止による県内養豚業者

への影響は限定的なものと考えておりますが、

海外に５店舗ある宮崎ブランドポークの指定店

や、海外に取引先を持つ法人経営においては、

輸出停止の影響があるものと認識しておりま

す。

養豚農家も飼料高騰で大変苦○山下 寿議員

労しておられますので、手厚い御支援をよろし

くお願いいたします。

次に、「こども未来戦略方針」についてお伺

いします。

政府は、令和３年12月、「こども政策の新た

な推進体制に関する基本方針」を策定し、それ

に基づく「こども家庭庁設置法」など、子供施

策に関する法律が施行され、異次元の少子化対

策を強力に推進する体制を強化しました。

その異次元の少子化対策の方向性を示すもの

の一つに、令和５年６月、「こども未来戦略方

針」の策定が挙げられます。

その中で、３つの基本理念、１つ、「若い世

代の所得を増やす」、２つ、「社会全体の構造

・意識を変える」、３つ、「全てのこども・子

育て世帯を切れ目なく支援する」が示されてお

ります。

ここまで手厚い子供に関する施策を私は今ま

で見たことがありません。政府は本気で少子化

対策をやろうとしています。そのレベルが物す

ごく高く、それを実現するために相当な困難が

予想されると考えられます。

そこで、知事にお伺いします。「こども未来

戦略方針」に示された３つの基本理念の実現可

能性についてお伺いします。

今御紹介がありました○知事（河野俊嗣君）

３つの基本理念のうち、「若い世代の所得を増

やす」、また「社会全体の構造・意識を変え

る」という２つの理念につきましては、賃上げ

等による成長と分配の好循環をはじめ、男性育

休の取得促進等によります、仕事と育児を両立

できる環境づくりなど、経済界と一体となって

取り組むことが不可欠でありまして、それらの

実現に当たっては、企業・団体等に対する支援

や働きかけが重要であると考えております。

また、３つ目の理念であります「全てのこど

も・子育て世帯を切れ目なく支援する」につき

ましては、幼児教育・保育の充実や、母子に対

する伴走型支援の強化といった国の具体的な施

策と連動して、地域の実情に応じた施策も組み
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合わせるなど、より効果を高める取組が必要と

考えております。

国は2030年までが「日本のラストチャンス」

と捉えまして、少子化対策と経済成長の実現に

向けて、不退転の決意を示しているところであ

りまして、安定的な将来に向けての財源の確

保、さらには、国民、また社会の構造なり意識

を変えていく、しっかりとこうした取組を進

め、本県としましても、国や市町村等と連携し

ながら取り組んでまいります。

６月１日付、共同通信のイン○山下 寿議員

ターネット記事で、「政府の「次元の異なる少

子化対策」の素案に、子ども政策の予算規模を

今後３年間は年「３兆円半ば」とし、「ス

ウェーデンに達する水準となり、画期的に前進

する」と明記することが分かった」と報道され

ました。

スウェーデンは、1999年に出生率1.5で最低と

なった以降、様々な施策を通じて2010年に1.98

へと出生率を回復した国であります。私たち日

本人が少子化対策を学ぶ上で大変参考になる国

の一つであることは間違いありません。

そんなスウェーデンが少子化対策を行ってき

た施策が、今回、政府が「こども未来戦略方

針」で示した３つの基本理念に相通ずるものが

あるのではないかと思っております。

私は大変期待しておるのですが、年に約３兆

円の予算を確保するのは非常に大変なことと

思っております。財政的に大丈夫なのか心配に

なってしまいます。

そこで、福祉保健部長にお尋ねします。「こ

ども未来戦略方針」の実施に当たっては、国、

地方とも多額の予算を必要としますが、本県は

どのように対応するのかお伺いいたします。

今回、子供・○福祉保健部長（川北正文君）

子育て予算の倍増に向けた大枠が示されたとこ

ろでありますが、安定的な財源の確保に向けた

具体的方策については、まだ明確になっており

ません。

一方、児童手当の拡充をはじめ、保育士等の

職員配置基準の改善や、産前・産後ケアの充実

など、子供・子育て世帯の支援拡充につながる

施策が示される中、これらの実現に当たって

は、県や市町村も相応の負担が生じるものと理

解しております。

このため、国に対して、全国知事会等を通じ

て幅広い合意形成を進め、財源の安定確保に向

けた道筋を早期に示されるとともに、地方の負

担が増大しないよう強く要望しており、引き続

き、国への働きかけを行ってまいります。

ここまで予算の規模が大きく○山下 寿議員

なると、補助金や給付金の給付などがメインの

施策のように思われがちですが、そうではあり

ません。実は、基本理念は、子育て世帯への金

銭的支援、あるいは制度的な優遇を施すことだ

けを求めているわけではありません。

基本理念の２つ目の「社会全体の構造・意識

を変えること」は、具体的な例を挙げれば、育

休制度などの改革がそれに当たると思います。

つまり、これまで一般的な認識として、女性

が育休取得の対象であった会社などが多かった

と思います。その対象が男性に広がったりする

可能性があります。そうなると、少子化の影響

で、ただでさえ働き手確保が難しくなっている

中での男性社員の育休取得という状況が生起す

る可能性があろうかと思われます。

そこで、知事にお尋ねします。国が強化を進

めている育児休業制度について、県内の企業へ

の普及に向けてどのように取り組むのかお伺い

いたします。
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今年６月に国が決定し○知事（河野俊嗣君）

た「こども未来戦略方針」におきましては、施

策の一つとして、働き方改革の推進と、それを

支える育児休業制度の強化が掲げられておりま

して、その実現のために、男性の育児休業取得

率の引上げや、中小企業に対する助成措置の大

幅な拡充などに、官民挙げて取り組んでいくこ

ととされております。

私も今、改めて自分なりに少子化対策につい

ていろいろ調べ物をしておりますが、議員御指

摘のように、スウェーデンやフランスでは、少

子化の傾向というものが国の存立や国力にも直

結する重大な課題だということで、抜本的な対

策に踏み切った。そのことが出生率の改善につ

ながっているということでありまして、その中

でも、育児休業制度の充実というのは、非常に

大きな要素になっていると考えております。

私自身も、同じ志を持つ知事と活動いたしま

す「日本創生のための将来世代応援知事同盟」

におきまして、育児休業を取得しやすい環境整

備の促進や、人的・金銭的制約の多い中小企業

に対する支援の強化等につきまして、今年８

月、国に対し提言を行ったところであります。

県といたしましては、宮崎労働局と連携しな

がら、国が強化を行う育児休業制度や助成措置

につきまして、広報紙等による周知を行うとと

もに、「働きやすい職場「ひなたの極」認証制

度」の啓発などを通じて、引き続き、安心して

働き続けられる職場環境づくりの促進に取り組

むことで、県内企業への制度の普及・定着を

図ってまいります。

政府が掲げた基本理念・施策○山下 寿議員

ではありますが、国に任せっきりにすることな

く、宮崎県の特性等に応じた形で施策を推進し

ていただく覚悟が必要であると思いますので、

よろしくお願いいたします。

次に、2027年に本県で開催が予定されている

国民スポーツ大会についてお伺いします。

昭和54年の第34回「日本のふるさと宮崎国

体」以来、48年ぶりにここ宮崎で、「第81回国

民スポーツ大会」の開催が予定されています。

そのため、現在、宮崎県におきましては、多

額の予算をかけ、国スポで使用する競技施設の

整備を進めているところであります。

先日、延岡市に新設された「アスリートタウ

ン延岡アリーナ」のサブアリーナ完成式典に出

席してまいりました。現在、都城市に陸上競技

場、宮崎市にプールの整備が進められておりま

す。今後、順次供用開始される予定になってお

ります。

そして、次に気になるのが、選手の育成状況

をはじめとする競技力向上です。開催地は開催

地のメリットがあります。ホームであることは

もちろん、大会と同じ施設で競技できるなどの

環境的メリットは大きいと思います。

そこで、総合政策部長にお尋ねします。宮崎

国スポに向けて、どのような計画により競技力

向上に取り組んでいくのかお伺いいたします。

宮崎国スポ○総合政策部長（重黒木 清君）

に向けた競技力向上につきましては、県競技力

向上基本計画の中で、大会開催までの年次目標

を設定し、その達成に向け、現在、推進体制の

整備・充実や選手の育成・強化など、様々な取

組を進めております。

こうした取組により、昨年の栃木国体では、

カヌーやボクシングで競技別優勝を収めるな

ど、一定の成果が上がっております。

しかしながら、宮崎国スポで天皇杯を獲得す

るためには、全ての競技の底上げを図るととも

に、特に、競技得点の高い団体競技での入賞が
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必要となります。

このため、各競技団体と十分な情報交換を行

い、課題を共有し、少年競技力の強化や成年有

望選手の確保を図りながら、競技ごとの強化計

画を充実させるなど、競技力向上に向けた取組

を進めてまいります。

ホーム開催というのは、県民○山下 寿議員

の皆さんの思い入れが違うと思います。やはり

それだけ心が熱くなるものです。私はぜひ、天

皇杯を獲得してほしいと思っています。県民一

丸となって頑張ろうではありませんか。

そこで、競技力向上対策本部の本部長であら

れる日隈副知事にお尋ねします。宮崎国スポの

天皇杯獲得に向けて、競技力向上対策本部長で

ある副知事の意気込みについてお伺いいたしま

す。

宮崎国スポでの天皇○副知事（日隈俊郎君）

杯獲得に向けて、現在、私が本部長を務めてお

ります県競技力向上対策本部を中心に、関係機

関や各種団体と一丸となりまして、計画的かつ

戦略的に競技力向上に取り組んでいるところで

あります。

特に今年度からは、官民を挙げた総合的な取

組をさらに推進するため、県教育委員会から総

合政策部に担当業務を移管しまして、本県の課

題であります成年の有望選手の確保にも積極的

に取り組むとともに、各競技にそれぞれ担当者

を割り当て、きめ細かな強化対策を進めている

ところであります。

このような中、一昨日は、鹿児島特別国体に

向けた壮行式で、県議会から濵砂議長と、そし

て山下寿議員にも御出席いただきまして、激励

をいただいたところでありますが、本部長とし

て、選手や関係者の皆様とともに、さらなる競

技力向上に向け、決意を新たにしたところであ

ります。

競技力向上対策本部としましては、引き続

き、開催に向けて競技力向上の機運を高め、県

民の皆様の御理解と御協力、御支援をいただき

ながら、宮崎国スポにおける天皇杯獲得という

大きな目標の達成に向け、全力を挙げて取り組

んでまいる所存でございます。

私たちも次の国体は見ること○山下 寿議員

はできないと思っております。48年ぶりの国体

でございますから、どうか天皇杯に向けて頑

張っていただきたいと思います。

それでは、最後に、東京電力福島第一原子力

発電所における処理水の海洋放出についてお伺

いします。

東京電力は、令和５年８月24日午後１時頃、

放射性物質を除去する装置（ＡＬＰＳ）で、ト

リチウム以外の放射性物質を除去した処理水の

海洋放出を開始しました。

ＡＬＰＳ処理水の海洋放出に当たっては、Ｉ

ＡＥＡ、第三国の分析機関の関与を得て、放出

前に規制基準値を下回っていることを事前に確

認済みであります。

それにもかかわらず、日本の周辺の国から

は、処理水の海洋放出に関する抗議が相次ぎ、

挙げ句の果てには、日本産魚介類の全面輸入禁

止措置を実施してくる国まで出てきていること

は、皆さん報道などで御存じのとおりでありま

す。

そこで、農政水産部長にお尋ねします。東京

電力福島第一原子力発電所における処理水の海

洋放出による海産物等への影響についてお伺い

します。

ＡＬＰＳ処理○農政水産部長（久保昌広君）

水は、放出前に、国及び第三者機関により、含

まれる放射性物質の安全基準を下回っているこ
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とが確認されるなど、厳格に管理されて放出が

行われています。

また、海洋生物のＡＬＰＳ処理水での飼育試

験や周辺海域の海水や魚類、海藻類のモニタリ

ングも行われております。その結果、海洋生物

に放射性物質が蓄積しないことや、モニタリン

グによる測定値に異常がないことが確認されて

おります。

このことから、処理水の海洋放出による海産

物等への影響は、今のところありません。

海洋放出された処理水は、放○山下 寿議員

出された瞬間、海水と混ざってしまい、検出器

で検出できないぐらいトリチウムが希釈されて

しまうため、その影響がないのは当然のことだ

と思いますが、検出器でトリチウムが検出され

ないということは、全くトリチウムがないとい

うことと同義語ではありません。

そこで、環境森林部長にお尋ねします。処理

水に含まれるトリチウムがもし仮に体内に入っ

たとした場合、どのような影響があるのかお伺

いします。

トリチウムは○環境森林部長（殿所大明君）

自然界に広く存在する放射性物質であり、日本

では、人は食物や空気中などから自然放射線を

平均で年間2.1ミリシーベルト受けております。

また、国際放射線防護委員会が勧告する自然

放射線及び医療放射線を除いた被曝の放射線量

の限度は、年間１ミリシーベルトとされていま

す。

このことを踏まえて、国は、原子力発電所か

らのトリチウムの排出について、トリチウムを

含む水を毎日２リットル飲み続けたとしても、

人が受ける影響は年間１ミリシーベルトが限度

となるよう、基準を定めております。

今回の希釈されたＡＬＰＳ処理水は、この基

準の40分の１未満で放出されていることから、

国は、環境や人体への影響は考えられないとし

ております。

政府は、処理水の海洋放出○山下 寿議員

で、風評被害による水産物の買い控えなどに対

する対策のため、基金の設立などによる総額

約1,000億円もの漁業支援を行っております。

宮崎県内の漁船の中には、東北沖など、遠い

太平洋の沖合で操業するものもあります。

水揚げされた魚の安全性が科学的に証明され

ていても、今騒いでいる国は、科学的根拠をあ

まり求めていないようです。ということは、県

内で水揚げされる魚介類も、いつ風評被害に遭

うか分からないことになります。

そこで、知事にお尋ねします。宮崎県内で水

揚げされる魚介類も風評被害の懸念があるが、

県の対応についてお伺いいたします。

国は、ＡＬＰＳ処理水○知事（河野俊嗣君）

の放出は、厳格な管理の下で行われておりまし

て、魚介類などの食品の安全上の問題は生じな

いということや、処理水放出によって生じる諸

問題に対し、処分が完了するまで全責任を持っ

て対処するとしております。

私としましては、風評被害はあってはならな

いと考えておりまして、まずは、科学的根拠に

基づいた正確な情報をあらゆる機会を通して伝

え、漁業関係者や消費者の方々の様々な不安や

懸念を払拭していくことが重要と考えておりま

す。

現在のところ、本県水産物の販売単価に影響

は出ておりませんが、万が一、風評被害が生じ

た場合には、被害を受けた方々が、国の「水産

業を守る」政策パッケージを円滑に活用して、

安心して事業を継続できるよう、きめ細かな相

談対応を行うとともに、実情に応じた支援を国
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に求めてまいります。

以上で、準備しました質問は○山下 寿議員

終わりましたが、とにかく先ほどからいろいろ

お伺いしましたように、大変困難ないろんな問

題が山積しております。どうか皆さん緊張感を

持って、私ども議員もそうでございますが、県

民の安全・安心、幸せのために一生懸命頑張っ

ていきたいと思いますので、よろしくお願いし

ます。以上で終わります。（拍手）

次は、荒神稔議員。○濵砂 守議長

〔登壇〕（拍手） 皆さん、こ○荒神 稔議員

んにちは。自由民主党、都城市選出の荒神稔で

ございます。よろしくお願いいたします。

河野知事におかれましては、４期目の御当

選、おめでとうございます。ますますの御活躍

をお祈りいたします。

私も今年４月の統一選挙におきまして、地域

の思いを背負い立候補いたし、今回壇上に立た

せていただくことができました。ありがたさと

同時に、地域の皆様方に感謝の気持ちでいっぱ

いであります。

私の議員の始まりを紹介いたしますと、今は

合併により地方自治体としては存在しない旧北

諸県郡山田町で議員活動を、２年半在籍し、合

併となり、失職から新都城市議会議員となりま

した。

ふるさとの自治体が合併により消滅する町議

会最後の日の寂しさは、当時の町長をはじめ、

執行部、同僚議員、複雑な気持ちで無言になっ

た時間を今でも忘れられません。

県議会議員でも、この体験をした中山間地域

の議員は数少ないと思います。それから中山間

地域の問題に対するふるさとの声が山積して、

今日に至っています。

県政につなぐふるさとの代弁者として、中山

間地域の活性化はもとより、諸問題や課題の解

決策を県政に提言するなど、県勢発展のために

精いっぱい頑張ってまいります。

そして今日は、私の育ての親とも言える後援

会から、多数の傍聴に来ていただいておりま

す。本当に心強い気持ちでございます。

それでは、９月の定例会に当たり、議長より

お許しをいただきましたので、通告に従い質問

を進めてまいります。

まず初めに、中山間地域が抱える農林業の課

題についてであります。

本県の課題として、人口減少に伴う労働・担

い手不足があります。人口減少対策としては、

若い世代が安心して子育てができる社会環境を

整えることが、国の政策で必要であると私は思

います。

また、中山間地域では、人口減少とともに核

家族化による空き家等の問題をはじめ、農業及

び林業の高齢化による農林業の担い手不足があ

ります。高齢の農業経営者の方が、担い手の不

足から離農となり、それに伴い、農地や山林等

の荒廃地が年々増加の一途をたどっておりま

す。

みやざき行財政改革プラン（第四期）の記載

でも、我が国は、本格的な少子高齢化で人口減

少社会を迎え、特に本県は、全国平均より早く

高齢化が進んでおり、このまま人口減少が続け

ば、生産年齢人口の減少による深刻な労働力不

足や社会保障ニーズの増加、税収不足による住

民サービスの低下への懸念など、多くの課題に

直面するため、対策の急務が求められておりま

す。

さらに、県の令和５年度から令和８年度の中

山間地域振興計画では、中山間地域は高齢化率

が高く、生産年齢の若い世代の人口減少が進
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み、集落活動を支える担い手の確保が課題と

なっていることも明記されています。

このことから、中山間地域が抱える農林業の

課題について、今後どのように取り組んでいか

れるのか、河野知事にお考えをお伺いいたしま

す。

以上を壇上からの質問といたしまして、あと

は順次質問席から行います。（拍手）〔降壇〕

〔登壇〕 お答えしま○知事（河野俊嗣君）

す。

県土の約９割を占めます中山間地域は、高齢

化等の急速な進行に伴い、農林地の保全管理や

生産活動の低迷等が懸念され、地域の存続が危

惧される状況にあります。

しかし、日本の原風景であります豊かな自然

や多様な伝統・文化・絆が継承される、かけが

えのない地域でありまして、何としてもこれを

守り、将来に引き継いでいかなければならない

と考えております。

このため、中山間地域の主要産業であります

農林業について、より効果的、継続的な施策に

より振興する必要があると考えております。

具体的には、農林地等の維持管理や鳥獣被害

対策、複合的経営体の育成などによりまして、

農林業の下支えとなる活動を支援するととも

に、集落住民が共に支え合い、地域資源を保全

・活用する仕組みづくりを推進し、集落機能の

維持・強化を図っております。

さらに、先人が守り育ててきた豊かな森林資

源を次世代に引き継ぐべく、再造林を核とした

循環型林業を推進しているところであります。

今後とも、中山間地域で暮らす人々が、誇り

と活力を持って持続的に農林業に取り組めるよ

う、しっかりと支援してまいります。以上であ

ります。〔降壇〕

答弁をありがとうございま○荒神 稔議員

す。今後とも、中山間地域で暮らす人々が、持

続的な農林業に取り組める支援をしていく内容

の答弁だったと思います。

農林水産省が発表された2023年の農業構造動

態調査によりますと、今年２月１日現在では、

農家や法人などが前年比4. 7％減少し、92

万9,400であります。

近年の経営件数は、数％ずつ減少する傾向が

続いているようでございます。高齢化などを背

景に個人経営の離農が進み、法人などは逆に増

加しているような現状です。

本県の現状を見ますと、農林業センサスによ

りますと、平成27年度の農業従事者が、５年後

の令和２年度は１万人以上減少して３万1,570人

と、これは午前中にもありましたが、減少の人

数でございます。

一方、市町村と農業委員会が、通常の農作業

では作物の栽培が不可能と判断した荒廃農地に

ついては、以前の答弁で、2020年11月末時点で

耕地面積の４％に当たる2,860ヘクタールで、こ

のうち再生利用が可能な荒廃農地の面積は

約1,254ヘクタール、そして再生利用が困難な荒

廃農地は1,605ヘクタールとあります。

県として、今後、高齢化が進むわけでござい

ますが、担い手不足で離農となり、遊休農地か

ら耕作放棄地、そして荒廃農地等のおそれがあ

りますが、この中で、中山間地域における遊休

農地について、県はどのような対策を考えてい

るのか、農政水産部長にお伺いいたします。

中山間地域で○農政水産部長（久保昌広君）

は、農業従事者の減少に加え、農地が分散し、

条件不利地域も多いことから、遊休農地等が増

加してきております。

このような中、現在、市町村においては、地
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域農業の将来の在り方を定める地域計画の策定

が進められており、遊休農地等も含めて、農業

に利用される区域と農業上の利用が困難な区域

に明確化される予定であります。

県としましては、今後、農業に利用される区

域は、担い手が効率的な営農活動ができるよ

う、関係機関と連携しながら、農地の集積・集

約や基盤整備等を推進してまいります。

一方、農業上の利用が困難な区域では、鳥獣

を寄せつけないための緩衝帯の設置や放牧、計

画的な植林などの取組を後押ししてまいりま

す。

基盤整備のできる中山間地域○荒神 稔議員

はいいんですけれども、基盤整備が難しい地域

もあるということを私たちは危惧しておりま

す。

また、農業法人も地域外から借り手をいろい

ろと模索するわけですが、どうしてもコストの

問題、条件が合わずに、年々荒廃地が増えてい

くのが現状でございます。

先ほど「関係機関と」という答弁がありまし

たが、私は関係機関にはＪＡも存在するのでは

ないかと思っております。

ＪＡ都城は、過去、組合員日本一を誇ったＪ

Ａでありますが、持続可能な農業と地域の活性

化等をどのように図るか、それを支えるＪＡの

経営基盤をどのように維持するか、ＪＡグルー

プは喫緊の課題として、平成29年３月から県域

ＪＡ統合を検討されてまいりました。来月10月

２日、合併臨時総会が開催されるようです。

県域ＪＡ構想は、組合員へ一層貢献ができる

ように、「一人は万人のために、万人は一人の

ために」を掲げ、未来に花を咲かせるために

は、今こそ土づくり、種まきを検討されること

が不可欠だと言われております。県でも、ス

ピード感を持って、中山間地域の土地利用の対

策を願っています。

それでは、山林の登記と集積・集約化につい

てお尋ねいたします。

これも午前中に質問がございましたが、登記

名義人の死亡後、相続人が変更されていない相

続未登記山林や農地が年々増加しております。

本県の相続未登記農地面積は、農地面積

の28.4％にも当たると言われております。この

問題は、未登記の問題により集積・集約化を妨

げると言われています。

中山間地域振興計画によると、県内の中山間

地域全1,861集落のうち、市町村が将来の消滅可

能性を懸念している集落が、昨年４月時点で１

割超の234集落になり、65歳以上の高齢者が住民

の半数以上を占める限界集落の割合も、昨年４

月の時点で46％に上り、深刻な人口減少や高齢

化が加速し、集落の維持・存続が難しくなって

いる状態であります。

そこで、森林所有者が自ら管理できず、手入

れの行き届かない森林の増加にどのように対処

していくのか、持続可能な森林活用には、

「伐って、使って、すぐ植える」サイクルが不

可欠だと語られております。環境森林部長にお

伺いします。

森林所有者の○環境森林部長（殿所大明君）

経営意欲の低下などにより、手入れの行き届い

ていない森林については、その意向に基づき、

市町村が主体となって、効率的な林業経営と適

正な森林管理を行うための仕組みとして、森林

経営管理制度が令和元年度に創設されました。

市町村においては、森林の取扱いに関する意

向調査に順次取り組んでおり、管理を委託する

意向のあった森林のうち、林業経営に向いてい

るものは、市町村が林業事業体に経営を再委託
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し、そうでないものは、市町村による間伐等の

森林整備が行われています。

県としましては、森林経営管理支援センター

による市町村職員への研修の実施等、きめ細か

な支援を行い、森林の集積・集約化にもつなが

る本制度を推進してまいります。

ただいまの答弁は、森林経営○荒神 稔議員

管理制度を推進していくということで、これは

所有者が明らかになっている方が窓口で申請す

るわけでございまして、心配しているのは、未

登記とか、山林の所有者が不明、またその制度

を無関心でまだ知らない、いろんな条件の方が

いると思いますが、そういう管理が不可能な山

林所有者への急務な対応策が必要じゃないかと

思っておりますので、この件は提言しておきま

す。

それでは、本県の杉丸太の生産量32年連続日

本一がいつまで続くのか不安でございますが、

持続可能な時期についてでございます。

令和３年度は、林業産出額も木材生産部門で

初めて日本一となったようでございます。本県

の再造林率は70数％ですが、山主の後継者不足

や経費負担等を理由に再造林が追いついていな

い荒れる山林の現状を踏まえ、本県における将

来の森林資源量の見通しについて、環境森林部

長にお伺いいたします。

第八次森林・○環境森林部長（殿所大明君）

林業長期計画の試算では、杉・ヒノキの民有人

工林において、現状に近い70％の再造林率で、

現状と同程度の量を伐採し続けた場合、伐採可

能な資源量は、20年後に約10％、45年後に約20

％減少する見通しとなっております。

また、本県における伐採の多くは、道に近い

など採算性が高く、効率的な林業経営が可能な

森林で行われており、このような場所で再造林

が進まないと、本県林業の高い競争力が失われ

るだけでなく、森林の持つ二酸化炭素吸収や山

地災害防止などの機能の低下が懸念されます。

このため県では、グリーン成長プロジェクト

において、再造林率日本一という高い目標を掲

げ、持続可能な林業の確立を目指してまいりま

す。

再造林率日本一という目標を○荒神 稔議員

掲げて確立されるということでございますの

で、よろしくお願いいたします。

次に、再造林には欠かせないわけですが、再

造林には苗が必要です。杉コンテナ苗の生産拡

大に向けた新規生産者への支援についてお尋ね

いたします。

農業就業の高齢化と農業担い手不足により、

将来に向けて産地として持続的な農業振興に欠

かせないのが新規就農でございます。

この取組でございますが、所得向上を目的

に、ハウス施設に植栽時の活着率が高いコンテ

ナ苗の生産に従事する新規就業者は、林業に属

する規定から、新規就農者には該当しないのが

現在の規定です。

杉コンテナ苗の生産拡大に向けた新規生産者

への支援について、環境森林部長にお伺いいた

します。

コンテナ苗○環境森林部長（殿所大明君）

は、植付けが容易で活着がよく、通年での植栽

が可能であるため、再造林の効率化・省力化に

は大変有効でありますが、新たに生産を始める

には、施設整備等の初期費用や高い生産技術が

必要となります。

このため県では、新規生産者に対し、自家採

穂園の造成や生産施設の整備、挿し付け用の穂

木の採取経費など生産に要する経費について、

支援しております。
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また、穂木の採取、挿し付け方法等の研修会

や、優良苗木生産者による個別指導を行うな

ど、生産技術の向上を図っております。

県としましては、コンテナ苗の新規生産者を

育成し、生産拡大を図ることにより、再造林に

必要な苗木の安定供給にしっかりと取り組んで

まいります。

先ほど知事の答弁にもござい○荒神 稔議員

ましたが、先人が守り育ててきた豊かな森林資

源を、次世代に何としてでも将来、引き継ぐこ

とが大事でございまして、そのためにもいろい

ろな策を練っていただければと思います。

新規就農支援の中ではいろいろと策があるわ

けでございますが、今後も、杉コンテナ苗生産

者も農地を所有している人もいるわけでござい

ますので、林業、農業の区別なく、若い方々が

就農する場合は、同等な支援策が必要ではない

かということを提言して、次に移ります。

次に、子育て環境についてでございます。

「ひなたの出逢い・子育て応援運動」につい

て、４月からこども家庭庁も発足され、九州の

地方新聞社４紙の子育て支援に対するアンケー

ト実施では、子育てに対する意見として、教育

費の支援を訴える声がありました。

少子化の大きな要因は、未婚者が増える若い

世代が結婚・子育てに将来の展望を描けない現

状の課題があります。

本県の県民所得は228万8,000円で、全国平

均297万5,000円より68万7,000円少ないです。県

は、人口減少を踏まえ、本年度から取り組まれ

た「ひなたの出逢い・子育て応援運動」による

議論を踏まえて、推進会議を行っております。

その会長として、どのようにこの応援運動を

推進していくのか、知事にお伺いいたします。

未婚化や晩婚化などの○知事（河野俊嗣君）

影響で少子化がどんどん進んでいる。それに加

えて、コロナ禍の影響によりまして、出会いや

結婚が減っている。婚姻数や出生数の減少に歯

止めがかからないという厳しい現状に直面して

おります。

このため県では、これまでの「子育て県民運

動」に「出逢い」の視点を新たに加えました

「ひなたの出逢い・子育て応援運動」を今年度

から展開し、社会全体で結婚や子育てを応援す

る機運の醸成を図っているところであります。

この運動の司令塔の役割を果たします推進会

議におきましては、会長である私自ら、各分野

の代表者と意見交換を行い、本県の少子化の現

状や課題を共有しながら、今後の推進方針を定

めるとともに、高校生や大学生など若い世代や

実務者レベルによる部会を通じて、各企業・団

体による取組を推進しているところでありま

す。

このほか、県内各地で、少子化をめぐる問題

につきまして市町村長と議論を重ねるなど、地

域の実情を肌で感じ、私の思いを直接伝える取

組も行っているところであります。

今後とも、推進会議を中心としまして、県民

や市町村、企業・団体等と一体となって、少子

化対策に全力で取り組んでまいります。

今後の推進会議には、高校生○荒神 稔議員

や大学生、若い方々を取り込まれた部会に大変

期待しているところでございます。

次に、県独自の学校給食費無料化についてで

ございます。

東京都の人口は過去最高の1,408万5,000人で

あり、一極集中で地方の人口減少に拍車をかけ

ると言われております。日本の人口は、2010年

１億2,638万2,000人をピークに、総人口は12年

連続減少であり、将来を担う14歳以下の人口
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は、総人口に占める割合、過去最低の11.6％と

言われております。

政府は、次元の異なる少子化対策の柱に位置

づける児童手当で、新たに高校生までの支給と

か所得制限の撤廃、多子世帯への加算、児童手

当拡充と学校給食の無料化など、いろいろと対

策を練り、今後３年間で加速して、24年度に拡

充されるとあります。

学校給食の無償化による県内の状況と県の取

組について、教育長にお伺いいたします。

今年度の市町村を○教育長（黒木淳一郎君）

対象に実施した調査では、学校給食の実施主体

であります市町村において、26市町村中、７町

村が実質無償化となる全額補助を行っておりま

す。

５月には、市町村担当者会を開催し、現段階

での給食費補助の情報提供や、今後の各市町村

の取組について、情報交換等を行いました。

また、本県で開催した九州地方教育長協議会

におきましても、交付金による一時的な措置で

はなく、長期的な視点での切れ目のない支援に

ついて協議し、８月に国へ要望を行ったところ

であります。

現在、国では、学校給食費の無償化の実態調

査と課題の整理が進められておりますので、今

後とも国への働きかけを行うとともに、動向を

注視してまいります。

午前中も出ましたけれども、○荒神 稔議員

本県は人工妊娠中絶の実施率が４年連続最多で

あるとか、人口10万人当たりの自殺者もワース

ト３とか、いろいろと報じられておりますが、

この「ひなたの出逢い・子育て応援運動」に大

変期待をかけているところでございます。今、

教育長のほうから答弁がございましたが、国で

も動向があるわけですけれども、私は、どこの

地域でも、日本国どこに住んでも、子供は一緒

の教育を受け、学校に行けるのが普通ではない

かと思っております。

今、子育て中の世帯が、もし学校給食無償化

が進めば、一人っ子の子が２人、そして２人の

子が３人へと、いろいろとにぎわいのある家族

が増えることが今は必要ではないかと私は思っ

ています。

それでは次に、愛知県大村知事が、少子化対

策として、事実婚のカップルから生まれた子供

に法的保護を与える制度の創設の要望で、全国

知事会で趣旨を説明されたと書かれておりまし

た。

全国知事会で発言のあったこの制度につい

て、知事の感想をお聞きしたいと思います。

今回の愛知県知事の提○知事（河野俊嗣君）

言というものは、結婚や家族の在り方について

考える一つの問題提起になったのではないかと

考えております。

実は、全国知事会に先立って、先ほど答弁で

申し上げました、将来世代応援知事同盟とい

う23県の知事から成る会合が岩手で開催されま

した。そのときにもこの問題が議論になりまし

て、今、性の多様性というものを社会で受け止

めようというような動きが広まる中で、結婚、

妊娠・出産をめぐっても、多様な在り方、価値

観というものを認める、そういう議論があって

もいいのではないかということであります。

ただ、これを出生率回復の特効薬と位置づけ

るのは、なかなか課題があるようであります。

一つには制度的な問題、一つには過去のデータ

の分析の問題ということであります。

制度的な問題で申し上げますと、フランスな

ど海外におきましては、結婚観や宗教上の違い

のほか、婚姻手続の負担などから、事実婚の割
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合が高くなっているということであります。

例えばフランスなどでは、離婚の際に、裁判

上の手続までが必要になってくるというような

ことで、結婚、離婚というものはハードルが高

い。それでは事実婚を選択をしようと。そのと

きに、民事連帯契約制度（ＰＡＣＳ）という制

度が用意されて、それに沿って届出をすると、

嫡出子と同じような保護を与えられるという制

度があるということで、事実婚の割合が高く

なっているという状況がございます。

一方、我が国においては、結婚と法律婚を同

一と捉える考え方が主流でありまして、婚姻手

続の負担も比較的軽いことなどから、事実婚の

割合が極めて低い状況になっている。そういう

制度的な違いがあるというのが一つあります。

それから、フランスについてもよく言われま

すが、婚外子が増え始めたのが1970年代後半か

らで、ただ、当時は出生率は低下傾向にあっ

て、出生率の回復は90年代になってからという

ことでありますので、出生率の回復の要因とし

て、婚外子の増加を挙げるのは無理があるので

はないかという専門家の指摘もなされていると

ころであります。

いずれにしましても、今回の提言につきまし

ては、国民的な議論を要する婚姻制度や結婚観

に関わる問題でもあります。

また、必要に応じて、民法の改正とか所要の

法整備なども必要になってくるという非常に重

要な課題でありますので、今後の国の動き、ま

た議論の動向を注視してまいります。

御感想をありがとうございま○荒神 稔議員

した。

それでは、次の質問に移ります。

高等学校の内容についてでございますが、来

年度、2024年度の県立高校の募集定員は、延岡

商業と高鍋高校が各40人ずつ減るため、80人少

ない7,320人のようであります。

今回、工業高校についてでございますが、工

業高校土木学科改編について、要望の内容をお

聞きいたしました。建設業界の担い手不足を解

消する要望の内容でございますが、このことに

ついてお尋ねいたします。

県内の県立工業高校には、以前、土木学科が

延岡工業高校と都城工業高校の２校に存在して

いましたが、都城工業高校に限っては、平成14

年に建築科と土木科が統合されて、建設システ

ム科となっております。総合的に建設のことを

学べるようになっているようです。

２年生のときに、２級土木施工管理技士１次

の試験、そして３年のときに２級建築施工管理

技士１次の試験、このそれぞれの試験を取得で

きるようになり、どちらも合格率90％を超える

と聞いております。このことにより、就職活動

のときに、土木系の建設会社に就職するか、建

築系の建設会社に就職するか、選択肢が増える

と言われています。

県内の土木科のない工業高校も、総合的に学

べる建築システム科のような形に移行して、建

設のことを総合的に学べる学科を増やしたらい

いんじゃないかという内容の御意見をいただき

ました。

そこで、県内の工業高校において、建築や土

木など総合的に学べる学科の改編等ができない

のか、教育長にお尋ねいたします。

本県高等学校教育○教育長（黒木淳一郎君）

につきましては、令和３年３月策定の「宮崎県

立高等学校教育整備基本方針」におきまして、

令和10年度までの在り方を、多方面から様々な

御意見を賜り、それを取りまとめた形で示して

おりまして、現在、それに基づいた魅力ある高
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等学校づくりを推進しているところでありま

す。

その中で、工業も含めた専門学科の学びにつ

きましては、可能な限り学科を維持することと

しておりまして、専門性の深化を図るための学

びができるよう努めております。

一方で、議員御指摘の今後の学科の在り方に

つきましては、近年のコロナ禍の影響や不透明

な国際情勢、本県が直面する人口減少等、直面

する諸課題を踏まえることが大切でありまし

て、その時々の社会情勢や保護者・地域のニー

ズなどを適切に把握していく必要があると考え

ております。

10年前から都城工業高校がそ○荒神 稔議員

ういうふうに総合的にやって、保護者、本人、

また事業者から、選択肢が増えた、やはりこれ

は若い人たちが県外に流出しないためにも広げ

るべきじゃないかということでございますの

で、今後、検討の余地があると思います。よろ

しくお願いいたします。

それでは、次のＮＩＥについて質問させてい

ただきます。

このＮＩＥについてでございますが、学校で

新聞を教材として活用する活動のことでありま

す。このことは、過去に同僚議員も質問されて

いるようでございます。

新聞を教材として活用する活動のＮＩＥにつ

いて質問させていただきます。

私も市議会議員当時、質問にこの問題を取り

入れたことがございます。この当時の教育長の

答弁を紹介しますと、校長会や教頭会を通じ

て、新聞活用のよさを理解していただくこと、

ＮＩＥに関する教職員の研修や教材研究の時間

の確保等、それぞれのことをいろいろ当時の市

議会で答弁されました。

また、新聞を教材として活用することは、身

近な社会問題へ関心を深め、地域社会の一員と

して自覚を育むことになり、加えて読解力、思

考力、判断力、表現力の育成のために大変意義

があるとも語られておりました。

私の感想として、県の教育委員会の御理解と

御尽力が必要不可欠だなと当時から思って、今

回、一般質問の中に取り入れた理由でございま

す。

昨年８月、宮崎市でＮＩＥの全国大会が開催

されました。今年８月、県内の教諭を中心に、

新聞を教材にする楽しさを体験してもらうＮＩ

Ｅ宮崎県大会の第１回が行われたわけですが、

ＮＩＥの全国大会や県大会の開催により、どの

ような効果が期待されるのか、教育長にお伺い

いたします。

ＮＩＥは、子供た○教育長（黒木淳一郎君）

ちの社会への興味・関心を高め、言語能力や情

報活用能力など、学習の基盤となる資質・能力

を育成するものでありまして、ひいてはキャリ

ア教育にもつながるものと考えております。

昨年度、本県で開催された全国大会では、県

内外から２日間で延べ2,100人の参加があり、パ

ネルディスカッションや公開授業、実践発表等

を通して、新聞の効果的な活用が、今、国や県

が推進している「主体的・対話的で深い学び」

につながることを共有する機会となりました。

この全国大会をきっかけに、本年８月、初め

ての県大会が開催され、本県におきましても、

新たな一歩を踏み出したところであります。

ただいまの答弁は、新たな一○荒神 稔議員

歩を踏み出したということでございますが、今

後のＮＩＥの取組についてお伺いしたいと思い

ます。

県教育委員会で○教育長（黒木淳一郎君）
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は、ＮＩＥ推進協議会と連携・協議しながら、

これまで延べ236校を実践校として指定し、その

効果的な取組は、県教育研修センターのホーム

ページからも閲覧できるようになっておりま

す。

また、今年度は、指定校やＮＩＥアドバイ

ザーの数を増やすことで、活動の広がりや充実

を目指しております。

さらに、先ほど述べました初めての県大会に

おきましては、今年の全国大会の報告やアドバ

イザーの実践を共有でき、まさにＮＩＥを広く

発信するための、大変意義のある取組となった

ところであります。

県教育委員会といたしましては、今後、ＮＩ

Ｅの実践が、指定校や担当者だけで終わる一過

性のものではなく、広く継続して行われるよ

う、しっかり取り組んでまいります。

ただいまの答弁は、一過性の○荒神 稔議員

ものでなく、県内教職員向けのＮＩＥアドバイ

ザーの実践報告の発信、教育研修センターによ

るＮＩＥマニュアル等の情報発信をするという

内容でございました。私は今回質問して、大変

価値があったなと思っているわけでございま

す。今後、ＮＩＥの実践が県内に広く継続して

取り組まれることを再度提言して、次の質問に

移ります。

次に、新陸上競技場についてお尋ねいたしま

す。

河野知事におかれましては、都城市の新陸上

競技場、延岡市の新県立体育館、宮崎市のプー

ル施設整備事業の議会の答弁で、「様々な立場

から御意見をいただき、大変難しい問題であり

ましたが、今回の整備に至った」という内容を

語っておられます。

都城市に新陸上競技場を整備することに、私

ども都城市民の一人としても大変ありがたく、

そして当時の県議会にも心から感謝を申し上げ

るところでございます。

そこで、国スポ・障スポの開催決定を来年に

控え、改めて大会に向けた知事の思いをお伺い

いたします。

国スポ・障スポを４年○知事（河野俊嗣君）

後に控え、先月20日にはアスリートタウン延岡

アリーナのサブアリーナが供用開始するなど、

スポーツ施設の整備が目に見える形で着実に進

んでまいりました。

昭和54年の前回国体の施設整備が、今日の

「スポーツランドみやざき」の展開に結びつい

てきたように、48年ぶりの大会を契機として、

スポーツを通した地域振興を県内全域に広げて

いきたい、そしてそのことが本県のさらなる発

展につながると、そのような思いで主要施設の

分散整備を決断し、現在準備を進めているとこ

ろであります。

また、本県アスリートが躍動する姿は、県民

に夢や感動を与え、スポーツに対する関心を一

層高めることにもつながります。

そのため、天皇杯獲得という高い目標を掲

げ、競技力の向上を推進するとともに、地域ス

ポーツの振興や県民の健康づくり、生きがいづ

くりにつながるような大会を目指してまいりま

す。

さらに、大会には多くの方が来県されますこ

とから、本県ならではの「おもてなしの心」で

温かくお迎えするとともに、本県の多彩な魅力

を全国に向けて発信する大会としてまいりま

す。

県民への大会周知と機運醸成○荒神 稔議員

が重要であるというような答弁と思いますが、

開催日程公表の時期を来年に控え、大会イメー
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ジソング募集から、大会イメージソング制作の

進捗状況と、機運醸成にどう活用していくの

か、若い人に暮らしたいと思われる宮崎にした

いと語られている総合政策部長にお伺いいたし

ます。

イメージソ○総合政策部長（重黒木 清君）

ングにつきましては、大会の周知と機運醸成を

図るため、歌詞及び曲を公募により制作してい

るところであります。

歌詞につきましては、先月25日まで県内在住

者を対象に募集し、400件を超える応募がありま

した。

現在、県準備委員会の広報・県民運動専門委

員会において審査を行っており、10月下旬か

ら、歌詞に合った曲を募集し、完成したイメー

ジソングの発表は、来年夏頃を予定しておりま

す。

活用につきましては、各種イベントでの使用

や、イメージソングに合わせたダンス等を制作

し、学校や地域への普及を図るなど、若い人々

をはじめとする多くの県民が、様々な場面で耳

にすることができるような取組を進めてまいり

たいと考えております。

様々な場面で耳にすることが○荒神 稔議員

できる取組を進めるということでございますの

で、私は、イメージソングをしつこいぐらい使

用されて、スポーツに関心がない人でも鼻歌が

出るぐらいに機運醸成を図っていただきますよ

う提言いたします。

それでは次に、国スポ・障スポ開催、開会・

閉会式における輸送・交通対策について、現在

の取組状況を総合政策部長にお伺いいたしま

す。

開閉会式に○総合政策部長（重黒木 清君）

は県内外から多くの来場者が見込まれますこと

から、円滑な輸送・交通対策が重要であると考

えております。

このため、会場周辺道路の拡幅や交差点の改

良工事を進めているほか、貸切りバス・タク

シーの県内保有状況や、会場周辺の臨時駐車場

及び輸送ルートに関する基礎調査を実施してき

たところであります。

今年度は、交差点等の交通量やバスの実走に

よる調査、交通規制の検討など、開閉会式に係

る輸送計画の策定に向けた総合調査を実施して

おります。

今後、これらの調査結果を踏まえ、関係機関

・団体と十分連携しながら、必要な対策を検討

してまいります。

「スポーツランドみやざき」○荒神 稔議員

として、開催後のスポーツ観光と地域活性化に

ついて、県は、スポーツ観光プロジェクトに新

陸上競技場などを活用して、地域活性化に取り

組むということでございますが、この件につい

て、商工観光労働部長にお伺いいたします。

県で○商工観光労働部長（丸山裕太郎君）

は、国スポ・障スポに向け、新陸上競技場をは

じめ、体育館、プールなど、高水準の仕様を備

えた施設の整備を進めており、これらは「ス

ポーツランドみやざき」を全県に展開していく

上で、新たな拠点となる大変重要な施設であり

ます。

このため、今回のスポーツ観光プロジェクト

では、これらの施設の活用を念頭に、市町村や

競技団体等と一層の連携を図り、誘致活動を強

化することとしております。

特に、新陸上競技場につきましては、日本陸

連の第１種公認を取得いたしますことから、陸

上競技を筆頭に、ラグビーやサッカーなどの国

際大会や、国内外代表クラスのキャンプ・合宿
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の誘致・受入れを目指し、地域経済の活性化に

つなげてまいりたいと考えております。

今後のスポーツ観光が都城市○荒神 稔議員

をはじめ各自治体と連携されて、地域活性化に

つなげるような政策を提言して、次の質問に移

ります。

次は、都城警察署建設についてでございま

す。

まず、南海トラフ巨大地震を想定した後方支

援都市である都城、そして都城市民の役割の周

知と、市民に自助としての防災力を啓発できて

いるのか、課題がございます。

県議会では、防災減災・県土強靱化対策特別

委員会で警察署への研修は行っていないことか

ら、ここでお伺いいたすわけですが、大規模災

害における後方支援都市と、警察との連携につ

いて、８月25日付で新警察本部長に就任されま

した、平居警察本部長にお伺いいたします。

警察と大規模災○警察本部長（平居秀一君）

害時後方支援拠点都市等との連携につきまして

は、これまで宮崎県南部地域大規模災害対策連

携推進協議会に参加する自治体が主催する訓練

等に、防災関係機関の一つとして参加してまい

りました。

今後も、同協議会に参加している関係自治体

や防災関係機関との連携を図ってまいります。

次に、国スポ・障スポの開催○荒神 稔議員

に向けた警察の対応策について、本部長にお尋

ねいたします。

令和９年に本県○警察本部長（平居秀一君）

での開催が内定しております、国民スポーツ大

会、障害者スポーツ大会につきましては、県外

から多数の選手や関係者等の来県が見込まれ、

ソフトターゲットとしてテロ等の標的となり得

るほか、交通渋滞の発生なども懸念されます。

警察といたしましては、県や関係機関等と連

携を図りながら、市民生活への影響やニーズも

考慮しつつ、必要な警備措置、交通対策を講じ

てまいります。

国スポ・障スポに向けた県警○荒神 稔議員

の対応の内容を教えていただきましたが、先ほ

ど申しました都城警察署は、日本一古い警察署

であります。

昨年の当初予算に、都城・高岡警察署の庁舎

調査費が計上されておりますが、このことか

ら、都城警察署の建て替え計画について、本部

長にお伺いいたします。

まず、一般論で○警察本部長（平居秀一君）

ございますけれども、警察署につきましては、

治安基盤や防災活動拠点としての機能を十分に

発揮できる施設が必要であると考えておりま

す。

この点、都城警察署の建て替えにつきまして

は、警察法施行令第５条第２号において、警察

署の位置は、管轄区域内の住民の利用に最も便

利であるように、他の官公署との連絡等の事情

を参酌して決定するということにされておりま

すことに加えまして、警察署建替調査事業の結

果や人口動態あるいは犯罪や交通事故の発生件

数などの治安情勢、さらに過去の災害状況など

から、総合的に判断する必要があります。

現在、これらを踏まえて、建て替えの計画を

進めているところであります。

今、建て替えの調査費は計上○荒神 稔議員

されているけれども、まだ話せる段階ではない

のかなと思いました。この理由には場所の選定

等もあろうかと思います。

私の思う適材地は、都城盆地の中央地域であ

り、交通体系の利便性もある沖水地区も候補の

一つに取り上げられるとありがたいなと思って
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いるところでございます。

国スポ・障スポの開催地が、日本一古い都城

警察署から日本一新しい警察署で、「おもてな

しの心」に間に合うような計画をしていただけ

れば、大変ありがたいなと思っております。こ

れに加えて、南海トラフの後方支援都市でもあ

りますので、急務な計画をお願いしておきま

す。

今回の質問は、いろいろと中山間地域に住ん

でいればこその内容で、住民からのいろんな相

談事がございます。そして農地の活用、今後、

活用できるものは、その再活用に目を向けな

きゃいけないかなと。そして学校給食も、どこ

よりも先に県が取り組めば、目の前には国の動

向もあるとは聞いておりますので、その辺も大

事かなと。そして工業高校のほうも、人手不

足、こういう状況の中で、いかに若い人が流出

しないように取り込むかも一つの問題だと思い

ます。

また警察のほうも、南海トラフ地震があって

はなりませんが、国スポ・障スポは目の前にあ

りますので、「おもてなしの心」で、日本一の

警察でお迎えしていただければと思っておりま

す。

これで私の一般質問を全て終わります。あり

がとうございました。（拍手）

以上で本日の質問は終わりま○濵砂 守議長

した。

次の本会議は、19日午前10時から、本日に引

き続き一般質問であります。

本日はこれで散会いたします。

午後２時43分散会
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